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経済学研究 34-3
北海道大学 1984.12

青函トンネノレ建設の組織論的研究 (2)*
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阻害されてきた。このような研究状況にあって

ワムズレイ&ザノレドは r政治経済アプロー
チ1lJという現在までのところでは最も包括的

な公的管理分析のための枠組を提示している。

この政治経済アプローチは，公組織の内部およ

び外部のパワー関係と資源交換を重視すること

により， これまでの公的管理論と組織社会学や

政治学とを結び付けようとするところにその特

徴があり，青函トンネノレ建設工事を担当してき

た国鉄と公団の経営管理を分析するためには極

めて有効な枠組と考えられる。そこで本稿の前

半では彼等の政治経済アプローチの内容を検討

するとともに， このアプローチに基づいて，青

函トンネノレの建設を担当した国鉄と公団の組織

行動を分析した。分析にあたっては，ある特定

の期間だけでなく40年間の建設期聞を通して重

要と思われる組織行動に焦点を合わせた。

ワムズレイ&ザルド2)によれば，公組織を私

組織から区別する政治経済的差異は，政治的に

は所有，経済的には資金調達の差にある。政治

的には，公組織は社会を代表する国家によって

所有されているのに対し，私組織は所有者と認

定された個人ないし集団によって所有され，彼

らがその主権を行使している。資金調達に関し

ては，公組織は国庫すなわち政府機関によって

収集された税金に大きく依存しているのに対

し，私組織は財貨・サービスの売上収入に依存
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(一、日本鉄道建設公団の技術環境一組織特性関

係の分析)
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政治経済アプローチについては， ワムズレイ&
ザノレド(1973a，1973b， 1983) ，ベンソン(1975)， 
ターグ (1979)，ザルド&デントン (1963)，野

中 (1981)，等参照。

ワムズレイ&ザソレド (1973a)，pp.7-10， pp. 
18-，.20， pp. 21-22参照。

1) 

2) 

*本稿は，北海道大学『経済学研究』第33巻第4号
1984年3月 に掲載された拙稿「青函トンネル建設
の組織論的研究」の続編である。

昭和21年の津軽海峡調査開始以来30有余年を

経たいま本州と北海道が青函トンネノレでようや

く結ばれようとしている。この「世紀の青函ト

ンネノレj工事は21年から39年までは国鉄によっ

て調査が進められ， 39年からはこの年に設立さ

れた日本鉄道建設公団が国鉄から業務を引き継

いだ。 46年には木工事に取りかかり62年の完成

を目指している。この青函トンネノレ建設のため

の組織行動を分析する場合に，国鉄および日本

鉄道建設公団が公組織であることは決定的に重

要な点であり，考慮に入れなければならなし、。

しかし，公組織の組織行動すなわち公的管理

の研究には， ここ20数年の間一般に広く認めら

れた分析枠組が存在せず，研究の進展が大きく
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図 1 公組織と移濯機関の政治経済的会長異

刀山、 白百 章式 脅さ

主Ii 幸吉 B 学館航 2芝公業一糊ド兵器廠 ランド・コ…ポレーシgン
(税受注宅政府災 関 泌 総 皮

*''1) 主士会事長障潟 才一タ 1)ッジ駁1L研究所

日本鉄道主主役公開 宇宙後術研究所

p 
曇s {幾 !iU C 公共事会会施賞金

忽主主資金書革主義 公合言公務事業 Y M C A 
〈成予告料金iこ金量

宇宙返霊f言衛盤会社 i市IJがある場合 コミ

とない機会} 臼本国初欽 i蕊

出所:ワムズレイ&ザノレド (1973説)， p.lOよ号作成。

している。彼らは，所有と資金の2次元により，

公組織の毅強化を試みている〈関1参詩的。

昭和39年3月まで背鴎トンネノレの計翻・舞変

ってさすた割鉄は，鉄道事業を遂行するとい

う国家の意思に基づいて，昭和24年6月

された政府全額出資の特別法人であり， したが

ってその所有者は間家である。

主たる糠泉は掴鉄務用者からの運輸収入であ

り，本的資金調達であるといえる。

公開は，昭和39年3月に政府出資金と間鉄出

撃を金により設立された〈詔和田年求の政府出資

4，084憧FJ， 題鉄出資金727億円3))。し

たがって公鴎の所有者も間家といえる。公惑に

される資金の約40%は財政投

融資資金で，その他の資金一隅鉄からの議議・

宝寄付収入，政府出資金受入，政府の補助金，補給

金書李受入，鉄道義主設債券収入〈政府保註農を除

く)ーが約60%で，その大部分念公的資金に依

しているの〈額2参照〉。したがって，間1の

分類によれば，殴鉄は-¥:!ノレD，公団はゼノレAに

位霊づけられることになる。

ここで，組繰の政治経済という概念を特定し

め 「日本鉄道建設公団法j第14条参照。

4) 行本鉄道建設公間十年史編さん愛員会(1974)，
pp. 307-327.および内部資料による。

関2 鉄建公聞による資金調達

(後入金}

出所大森 (1983)，p.74より作成。

ておく必要‘があろう。組織の政治とは，組織周

作動方針，総鐘経済(1)::1::要バラメ

タに影響撃を及ぼす権力(パワ…〉の合法性と分

布合意味する。組織の経済とは，組織のアウト

プットさと生み出すシステム，つまり望ましい人

・設鍛・情報等の組合せを意味する。

組識の政治経済要紫は外部(環境)と拘部に分

れるので，函3に示されるように， (1)外部

政治， (2)外部経済，効内部政治， (4)内部経済の

4つのセノレに底分される。以下ここれら4つのセ

ルについて説明を加える。
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図 3

外

典型的公組織の政治経済の主要要素

部

1. 外部政治

保上位・権威執行集団および局

政予算局，人事局)
発上位・権威立法集団および委員会

(オシブズマ:/，検査官)

器独立検閲集団一裁判所，司法部
治 l 器管轄区域と機能の競合者
吋IJ益集団および政党
者媒体ーコミュユケイジョ γ企業家

#現在ならびに潜在的に関心を示す市民

2. 外部経済

経| 吋 γフヘy ト特性:労働資材，技術，施
設，供給・コスト要因

器アウトプット特性:需要特性および需

要表出チャネノレ
済| 器産業構造(政府内・外)

器需給特性にたいするマ Pロ経済的影響

内部

3. 内部政治

長権限・権力の制度的分布:支配達合な

いし派，反対派等
持経営者の継承体系

務執行幹部の採用および社会化体系

持憲法:倫理性，神話，規範制度的目的

を反映する価値

発下級職員の変化を求める需要

4. 内部経済

持配分ノレーノレ:会計・情報、ンステム

株単位分化に関連するFスクおよび技術

後報償体系:給料，昇進，終身在職権，

福利厚生

器タス P達成の権威構造

後緩衝技術ないしタスク・コア

出所:ワムズVイ&ザノレド (1973a)， p. 20. 

1 外部政治

公組織は，個人・集団・組織および一定の政

策に影響されかつ関心をもっ「関連他者」の活

動の舞台である。これら関連他者は，政府機関

内外の多様な行為者を表わし，利益集団，競合

する公組織，上位組織，個人，予算委員会，問

題別委員会，スタッフ機関等がある。

外部政治は，以上のような関連他者と公組織

聞の合法性，資源基盤， 目標定義，影響力行使

チャネル等の， コγ トローノレを求める交換であ

る。公組織の重要な特徴の1つは，特に外部の

関連他者・行為者が公組織自体の合法性の賦与，

目標設定，資源配分に直接関与してくる度合が

高いことである。したがって外部政治を理解す

るためには，同盟者・敵対者・競争者等の権力

と権利の分析が重要となる。

2 外部経済

公組織の外部経済の検討には，生産要素の獲

得に必要なコストと行動ならびに組織境界での

アウトプットの交換を分析することが必要とな

る。これらの外部経済の問題は，私組織におい

ては産業構造，市場，需要や供給の弾力性等の

問題として取り挙げられ分析されてきたもので

ある。

3 内部政治

内部政治の構造とは，存続，制度の目標，支

配エリートの目標，経済の主要パラメータ，機

能の合法性等の広範な問題に関する権限とパワ

ーの構造であり，そのような構造に制度化され

た支配的価値・目標・気風も含まれる。したが

って，内部政治の分析は，公式・非公式の権限

関係よりもはるかに複雑で，次のような問題を

取り扱うものでなければならない。@組織幹部

の育成と維持，⑥組織内部の支配連合の特定化，

@制度の目標はいかにあるべきかについての行

政幹部の見解，④反対者の特定化，@支配派な

いし反対派による外部支持者への依存，①トッ
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プ・リーダーシップの継承パターン，⑧タスク

達成にとって重要な集団の価値，@下級職員

聞の凝集性，①同ラング部長聞のパワー分布，

①組織憲章の影響等。

4 内部経済

公組織も，私組織同様，関連他者を満足させ

るアウトプットないし製品を生み出すために，

行動の調整ならびに資源配分を行わなければ

ならなし、。内部経済の問題は，一定の目標や方

向性の下で生産要素が組み合わされてあるアウ

トプットが生産される仕方，すなわちタスクの

達成方法に焦点が合わせられる。この内部経済

では，手段的ならびに効率的規範が合法性のそ

れよりも優先され，①利用可能な技術，②報酬

構造，③調整とコミュニケイション，④地域分

散，⑤労働ー資本集約度等が考慮される。

このように，政治経済アプローチは，公組織

の外部・内部の構造と過程の相互作用を強調す

るものであり， したがってこれまでの公的管理

研究だけでなく，様々の研究領域を統合しよう

とするものである。例えば，従来財政・公共会

計の問題は，技術的問題としてのみ取り挙げら

れ，組織行動との関連で分析されることはなか

った。政治経済アプローチでは，財政・公共会

計は政治的・経済的な原因と結果たる組織行動

上の重要な要素として取り挙げられる。

以下，政治経済アプローチの4つの構成要素

である(1)外部政治， (2)外部経済， (3)内部政治，

(4)内部経済について， より詳細な説明を加える

ことにする。

11 外部政治5)

公組織の関連他者は，競合的，協力的，敵対

的，監視的，検索的，統制的など多様な行動形

態をとりうるが，その役割が何であれ，公組織

5) ワムズレイ&ザノレド(1973a)，p. 26， pp. 39-44 
参照。

の使命と存続条件を規定する。

図4は青函トンネル建設時の公団の関連他

者を示したものである。

公組織は，私組織に比して，その目標および

手続の定義を他者に依存しており，公組織自体

が変化の必要性を認知した場合でも，その必要

性を明確化するために他者に依存しなければな

らなL、。

青函トンネル建設計画の決定手続は図5に

示す通りである。この図5から明らかなよう

に調査・工事の決定はいずれも国鉄や公団

が自らなし得ず，国会や運輸大臣およびその

諮問機関である鉄道建設審議会においてなさ

れる。

しかし，多くの公組織は特定の外部行為者を

無力化したり，他者と同盟を結んだり，他者の

擁護者になるなどして，その環境を操作する能

力を有する。公組織はその適所あるいはドメイ

ンを求めて権力闘争を行う。組織のドメインと

は，独自の生存領域であり， 1わが組織の事業

とはなにか，何をもって組織としての存続をは

かつてL、くか。」を明確にすることである。この

組織のドメインは，公組織が将来追求したい目

標と現在遂行している機能から構成される。公

組織の幹部は， しばしば， 自らのドメインない

し隣接する公組織のドメインを変更しようとす

る。

昭和39年の公団発足時に副総裁に就任し，

45年から54年まで9年間総裁を務めた篠原武

司は，在来線方式ではなく最初から新幹線複

線方式による青函トンネノレの建設変更に成功

した(46年〉。この新幹線複線方式の構想は，

篠原が公団に参加することを決意した当時か

ら抱いていたものであったの。篠原はまた，

公団が国鉄建設局とともに新幹線の建設主体

組織となること(上越は公団単独，成田は国

鉄と公団が共同)(46年)，さらには，大都市

や地方中核都市圏における私鉄線の肩替わり

6) 関取調査による。
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図4 青函トンネル建設に関する公団の関連他者
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(注)破線の矩形は，日本鉄道建設公団が国鉄から分離・独立したことを示す。

工事へ過剰ぎみの職員を参加させることにも

成功した (47年)。

公組織は自らのドメインの主要部分について

の不確実性をなくしたり，不確実性を制御しよ

うとする。公組織の継続的存続の必要条件は外

部関連他者からの支持にあるために，確実性と

制御への誘因は強L、。

公組織の外部政治環境は様々でかつ複雑で、あ

り，公組織によって環境への感受性と操作能力

は異なっている。感受性と操作能力は，主とし

て， (1)目標のあいまい性ないし明確性， (2)監視，

(3)価値の中心性， (4)人員と資金配分， (5)支持構

造と確立されたフィードバッグ・ノレープ，等に

依存している。

1 目標のあいまい性ないし明確性

目標や価値が明確に定義され監視を受ける場

合には，公組織の目標やタスク達成の手段の選

択に自由裁量の余地はほとんどない。

公団法第1条は，公団の目的を次のように

規定している。 r日本鉄道建設公団は，鉄道
新線の建設等を推進することにより，鉄道交

通網の整備を図り， もって経済基盤の強化と

地域格差の是正に寄与するとともに，大都市

の機能の維持及び増進に資することを目的と

する」。

しかし， 目標や価値があいまいないし多元的

な場合には，公組織の幹部はいくつかの定義を

強硬に主張したり，政治的可能性の範囲内でこ
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第31回
鉄道建設審議会
8.36年5月

第51回
鉄道建設審議会

国 鉄

経済学研究

図 5 青函トンネル建設計画決定の手続き

運輸大臣

基本計画の決定

8.36年5月

協議

運輸大臣

工事実施計画の認可

8.46年 9月

基本計画の内容

[建設線の線路名、起点、終]
点、主たる経過地 i 

調査の指示事項

[愉輸送力 l 地形、地質
技術開発

建設に関する費用

整備計画の内容i走行方式一l建設に要する費用の概算額|
建設主体、その他必要な事l
項 |

34-3 

の選択の追求のために諸資源を配分することが

可能である。

る。

一方， 目標のあいまい性，隠された使命，な

いし圧倒的に複雑なプログラムや会計情報，等

によっても有効な監視を妨げ，環境に対する感

受性を減少させることができる。

2 監視

公組織によっては，上位機関や外部行為者に

よる監視をうまく回避しているものがある。他

部門予算の中に隠された予算を有している米国

中央情報局 (C1 A)はこの最も有名な例であ

公団は国会を含む外部行為者の厳しい監視

の下にある。 r公団は，毎事業年度，事業計
画，予算及び資金計画を作成し，当該事業年
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表 1 会計検査院に指摘された建設不正支出金の内訳

青函建設局

公団全体

個人支給

以外に使

われた金

1，954.5 

8，602.1 

(注〕 ①単位100万円。

会議費

1，266.9 

5，636.8 

② 検査院の検査関係分。

そ の 使 途

明

243.2 

1，686.0 994.0 118.4 

③「会議費」は大蔵省など関係官庁の接待費。

「交際費」は贈答用品費や政治家のパーテイ}券購入費などを指す。

出所Il'北海道新聞~.昭和54年10月 23 日付より作成。

度の開始前に，運輸大臣の認可を受けなけれ

ばならない。これを変更しようとする時も，

同様とするJ(公団法第26条)。公団は政府関

係機関として会計検査院の「会計検査」を常

時受けなければならない(会計検査院法20条

~28条) (表1参照)。さらに行政管理庁設置

法第2条の規定により，行政管理庁が行う業

務実施状況調査の対象にもなっている。

3 価値の中心性

公組織が政治文化の中心的価値を実現してい

ると認知される場合には，そのドメインを大き

く変更しない限り，かなりの自律性やパワーが

与えられ，さらには関連他者を操作したり，資

源と合法性について「御手盛」をすることさえ

可能である。しかし公組織が有効で、なくなると

上位組織や外部行為者による監視は厳しくなり

自律性・パワーはより小さなものとなる。

赤字が初めて発生した昭和39年以前の国鉄

には大きな自律性・パワーが与えられており

2度の改良計画や東海道新幹線の建設を主体

的に遂行することが可能であった。しかし累

積赤字が18兆円に達した現在は，第2次臨時

行政調査会により分割・民営化が答申され，

国鉄再建監理委員会によるその具体化が日程

にのぼっているなど，その自律性・パワーは

昔日のおもかげがなくなっている。

4 人員と資金配分

全ての公組織が，人員と資金の配分問題に関

して，上位の外部行為者の影響を等しく受ける

わけではなし、。一般に，税金等の公的資金調達

に依存している公組織は，使用者料金，免許証

料金等に基づいて活動している公組織よりも，

上位者による監視をより多く受ける。

国鉄が毎年調達する資金の大部分が利用者

からの運輸収入であるのに対し，公団の資金

の大部分は公的なものである。したがって国

会や運輸省等の上位組織から公団の受ける監

視は，国鉄のそれよりも大きなものとならざ

るを得ない(図1，図2参照)。

公組織は自らの経営者の任命権を他組織に奪

われており，行動指針や目標の選択への大きな

制約になっている。しかし，介入の仕方は様々

である。一般的仮説として「経営者の任命期聞

が長ければ長い程，外部政治の介入はより少な

くなる」。

公団法は，経営者にあたる役員の任命・任
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豪語 ・監察の出身綴織と毅託期間覧

与ト〈ぬ判付1トい同4ω4仲0¥十十判|卜ト川4扱ペ1イ|
玉里 毒事

{総務総議) ‘ 主義 輸 省 通

JI 

〈経王製担当) ‘ 大 話器 会雪 接

JI ~I 一公箆->I~輸省→(整地・広野 ‘ 
国室主

/1 住金j

(雲霊堂・震)
Yル1内 関 初

Ii 

{二仁要事f且当)
ふYミ， 回

11 ーバ←公~~J←国数→ i 吋←問→{計図担当}

H 

{災鉄f且き詰) 事前

張主 毒事

‘ 警 器等 J1' 

11 

‘ 会計検去を院

11 

{ゴド常勤〉

(主主〉 昭和57年6J奇からは湾地・民主夫裁当。
出所:日本長柔道建設公罰(1974)，p. 365， 内部資料. 1f'8 主幹絞済新締役Jj， 毒事より作成。

揮を次のように規定している。 r総数及び聡
藷輸大便が命する。副総裁及び理事

は，運輸大臣の認可を受けて，総裁がを命ず

る。役員の惑は 3年とする(中路)。役

員は，存在されることができるJ0 しか

閣議決定により， fC日本鉄道公団も含む〉
殊法人の役員在期は通算8年を総えない。」

ことになっている。

昭和39年3月23日の公開発足時の投員の顔

ぶれぬ次の通りである。総裁 太悶利主主部

〈前日本鰭発銀狩総裁)， 謡総裁篠票武可

〈龍欝鉄鉄議設術研究所長)，譲事 渡翠寅

前北海道支社一良)， 山崎武

(節爵鉄中央鉄道学E語学長)，市鶴武設〈能

額鉄岐阜工事局長)，根本守(前大蔵翁管財

局謀長寺貴金主義処理部長)， 向弁護籍(運輸省

鉄道監欝詩国有鉄道部長)，監事 JII井美子人

日本住宅公部監事)，エド松誠一(前会計

検査院事務玲次長〉。理事・監若手7名の出身

総畿は悶鉄3名，運総省，大蔵省，

会計検査院各1名であった九

表2は，公E去の役員である総裁・副総裁・

うち，理事と監事の出身組織と

就在期間をまとめたものである。理事と

の交替は，公開発足時の出身組織がほぼ継怒

されていることがわかる。

は運輸省，絞理担当現事は大蔵省，民鉄担当

と会計検査鋭と

7) Ir紛悶新潟~， 1974塁手2J:j 23日付。
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運輸行政の変化を反映したものであろう 10)J。その傾向は顕著である。ただし，新幹線・電

気担当理事と工務担当理事については，国鉄

出身者から，公団の内部昇進者に移行してい

る。

セノレズニックによれば，組織は，環境の脅

威をそらし組織の安定ないし存続を確保する

ために，他の組織の成員を組織のリーダーシ

ップ構造または意思決定構造に吸収しようと

する。これは， コープテーションといわれる

対環境戦略の1つである。このコープテーシ

ョンは公団の役員の任命に際しでもとられて

いる8)。 しかし， 面接したトップ・マネジメ

ントによれば r公団のリーダーシップ構造
は健全である。」とのことである。

公団を含む行政組織のトップ・マネジメント

の重要な職務の 1つは，当該組織のドメインに

係る法案と予算案を立法府である国会や上位機

関に働きかけ，当該組織に望ましい法律や予算

を獲得することである。したがって，法案や予

算案の成立を容易ならしめる人材(例えば，上

位組織に対して政治力・情報力を有する上位組

織の元幹部，法律・予算の成立に精通したエリ

ート幹部等)がトップ・マネジメントの一部に

任命される傾向にある。

高木文雄は大蔵事務次官から昭和51年3月

3日に国鉄総裁になったσ財政当局ににらみ

のきく高木は，借金のタナ上げ (51年度に2

兆5000億円， 55年度に2兆8000億円を国が利

払いする長期債務にした)を実現したり，運

賃の法定制緩和法を成立させ (52年12月)， 

運賃改訂を国会に提出しなくてもよいように

したり，この方面では，政治力を発揮した九

「松井和治は航空畑の本格派として運輸事務

次官に昭和59年7月1日就任した。かつては

海運畑と鉄道畑が交代で，近年は鉄道畑が中

心を占めてきた次官のいすに，彼が座るのも

8) セルズニック α949)，p. 13参照。

9) 有賀 (1984)，p. 104. 

5 支持構造と確立されたフィードバッグ

・ノレーフ

公組織が影響力を行使できる顧客によく受容

される製品を提供できる場合にも，その自律性

は高まる。このような顧客達は当該公組織の資

源および合法性の拡大に努力するようなフィー

ドバック・ノレープを確立する。公組織はより有

利な同盟者の分布を操作することに加えて利害

集団の支持を促進しようとして，①諮問委員会

の設立，②関連他者，報道機関，大衆に照準を

合わせた宣伝，③利害集団の組織化を試みる。

公団は「草創時，赤字公団とののしられ，

無用の長物と決め付けられ(中目的，恰も国鉄

の赤字の元凶であるかの如く宣伝された」。

壷井宗一広報担当理事等は rPR資料を作成

し度々各新聞の論説委員の会を聞いて実体を

説明したり，記者諸君に青函トンネルや武蔵

野線等の工事現場を，屡々視察してもらっ

た11lJ0 40年5月には，各支社・青函トンネ

ノレ調査事務所における広報活動を積極的に推

進するために「広報推進員」が設置された。

広報推進員の職務は，①パンフレット・スラ

イド映画の企画・製作・運用，②記者クラブ

に対する情報連絡，③「鉄道公団だより」の

取材及び原稿依頼のあっせん，④重要ニュー

スの取材及び連絡である。公団のトップ・マ

ネジメントは，青函トンネノレ建設促進のため

に，有力な関連他者である北海道開発審議会

(国)や青函トンネノレ建設期成会(民間)と

絶えず情報交換を行い，その支持の確立をは

かつてきている12)。

10) r朝日新聞jJ， 1984年4月30日付および7月1日
付。
11) r鉄道公団だより』より。
12) r日本鉄道建設公団公報jJ， 1965年5月21日付。
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111外怒経済13)

従来，公総畿の産業構造は独占，複占ないし

寡r:'iであるとし一般には実建設されてきた。しか

し多くの公組織は，他の公組織や私組織と競合

している場合が一般的である。

し付けることな

業務としている泊三国鉄弱体としても，新幹

と復来線の後線イヒ，護々線化くこれ

らは実質は在来援格の新線の建設と同じ)を

行っている。さらに，公開と同様に，

う特殊法人として，本州間間連絡橋

公開宅地開発公額がある。宅地開発公団は

大都市周辺における沼地造成にあわせて， こ

れら宅地に必要な交通施設等の整俗な行う

とになっており， っているめo

さらに，公組畿の生産饗素の供給と価格は経

済全般の議事象によって直接影響される。

しかし，私組織では経済的であるとされるこ

れら外部経済の現象の多くが，公組識において

は政治経済的なものとなることに窪癒を払う必

要がある。特定の滋的に公的資金を利用するこ

とが疑問視されたり，その資金のぷ}ズが他組

織と競合する場合には，

緩と公組織の政策下位システム

されてし、く o

じて集計・

「膏密トンネル建設運動に負けてなるもの

かと悶悶一本州の連絡橋かトンネノレをつくっ

てほしいという動きが加わり，支た日本を毅

貫ずる交通体系のやに長良J!Iから敦賀に抜け

る運河をつくるべきだという運動です。まさ

13) ワムズレイ&ザノレドく1973a)，pp. 46ω56参
照。

14) 数字字社編 (19B!)， pp. 103-104参娘。

に三つどもえの争奪戦でした。こうした中で

隈鉄当路は遂に f北海道本州連絡トンネノレが

る。Jというj悪事役出しました。

こうしてようやく，パイ P ットトンネル，調

査坑の試掘に， こぎつける見通しがつきまし

たωム

「青iAiトンネノレの47年度工繁予算は110

丹であると発表された。それによると

10譲丹，工事費100能行となっているが，肝

心の本トンネル〈海底部〉には19寵丹しか陸

ぜず，当初計画より30器内の滅。このため，

北海道・本~H'I側合わせ 2 キ口完成させる

だった本トンネノレは5分の1の400メートノレ

しか譲れなくなった16)Jo 

公組織においては市場機能をま

システムや競争入札会事の管理システムが

展開されている。これは，公組織が市場による

コントロール念受けず，能率追求への耕激が存

在しないことを考慮したものである。これ

理システムは本来経務的・ヂ設的なものである

が，それらの政治的嬰顕も認識されなければな

らない。

公総識の経済的インプットとブウトヅットに

ついては，次の4つの特性がある。

1 膝材料と製品

公的管理論においては， しばしば経済的考察

は無援dれてきた。というのは，公組織は主と

してサーどス組織であり，経済環境から原材料

しそれらを製品に処理・変換し出

挺換するものとして概意北ずることが罰難であ

ったからである。

公開は，Q)新幹線の建設，金在来新線の建

岳民鉄線(器市地下鉄・私鉄〉の建設，

@海峡ずい滋(四国一九州問〉の調査，立号謀

15) 泉博 (1975)，p. 569ー
16) ~北海滋新開.l)， 1972年1月13日付。
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外からの要請による鉄道建設についての助言

・指導，等の「製品」ないしアウトプットを

生み出してきた。これら公団の「製品」の多

くは私的な建設会社やエンジニアリング会社

のそれと全く同じである。①の新幹線の一部

分である青函トンネルのような「製品」は，

さまざまな政治的影響を有するが，一度着工

にかかれば毎年の工事はルーティン化してい

るために r製品」の合法性・正当性は問題
にならず経済的問題として処理される。

公組織が原材料を獲得・処理し製品を提供す

る場合には，外部経済および内部経済はより容

易に把握可能である。

2 供給と需要の考慮

一般経済環境や労働市場の状況も公組織に影

響を与える。完全雇用とインフレーション経済

は，給与や地位の低さのため公組織の人員募集

をより困難にする。また製造組織よりもサービ

ス組織がより一般的な公組織においては，労働

を機械で代替することが困難な場合が多く，給

与が上昇すると直接トータノレ・コストも上昇す

る。さらに福祉や失業保険の組織のように，作

業負荷は景気動向と密接に関連する公組織もあ

る。

「公団の事業は公共事業に属し，その予算

は国の予算と密接に関連するほか，その事業

活動が国の経済に及ぼす影響も少なくない。

このため，国のとる景気調整のための経済政

策に対しては，公団においてもその一環とし

ての施策を講じている。すなわち， 42年度お

よび48年度の景気過熱時における国の総需要

抑制策に呼応した予算の繰り延べ策， また，

46年度，および47年度の景気沈滞時における

国の景気刺激策として財政投融資計画の追加

と国の補正予算の編成に伴う公団の予算規模

の拡大がそれである。財政投融資計画の追加

にかかる予算の変更額(増加額)は，46年度は

借入金30億円，政保債40億円の計70億円であ

り， 47年度は，借入金のみで113億円であっ

た。国の補正予算の編成にかかる拡大策は47

年度における政府からの追加出資金20億円で

あったmJ。

43年当時の青函トンネノレ調査事務所におい

ては，漁師出身の現場作業員の採用に苦労し

ていた。 r漁の盛んな時は海へ出ちゃう。コ
ンブとりをする日数というのは 1年の中で

10数日で， しかも組合で決められた日にちし

かないわけですよ。そういう日はもちろん出

れば 5~6 万円の収穫があるんだから，それ

は確実に休んでいくわけですね。しかし，そ

れ以外は，そんなに休んでいかないでしょ

う18)J。

青函トンネルの昭和46年11月の本工事着工

時の試算が2000億円であった予想建設費が最

終的には1兆1000億円にもなりそうである。

この主要な原因の 1つは，工事の遅れにより

国民経済全体のインフレの影響を受けたため

であるとされる。

3 技術革新

技術革新も公組織に大きなインパクトを与え

る外部経済要因の1つであり，最終的には内部

政治および内部経済をも変革せしめる。国鉄は

コンピュータによる「緑の窓口」の開設， 自動

券売機の採用等により大きな変化を経験してし、

る。米国の主税局におけるコンピュータの導入，

陸軍のヘリコプターの採用についても同様のこ

とがみられる。

4 経済インプットの操作

公組織は政治環境だけでなく経済環境も操作

しようとする。競争入札や中央集中購買はその

17)日本鉄道建設公団十年史編さん委員会(1974)，
p.312. 

18) 1座談会J，1969. ~土木施工J]，第 9 巻第10号，
p.257. 
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典型であるo 公組織によって』主，コスト・プラ

ス閥定額方式，交付金・貸付金・設俄資産のヲ

の捷供によって，契約者や原材料の供給

者に尻ごみをさFせないようにしているものもあ

る。

f 海底部請負業者の選定方法

トシネノレは長期かつ大規模で， しかも

地鷲・湧水状態など不確銭要素の多い工事で

あるので，契約のあり方について穏々検鈴さ

れた。

(り まずこの工事に通例の譲負契約会選用

るか，それとも請負契約ではなく実費報麟

契約令適用するかについて議論されたが，

(a) 実費報麟方式も実際には正当にかか

った実費の把擦に手数がかかり毘難で

ある。

(b) 路工業者の念業努力が銘り，結局は

るおそれがある。

(c) 海誌下の長大トンネルであっても，

と湯水などの不確定要素ざと

除けば普通のトンネル工事と隠じであ

り，契約上の条件設諸に特別の配惑を

すれば通ouの請負契約でよい。
などの点から， この工事にも

約てど適用することになった。

坊契約の相手方については，国鉄の金酉

A級資絡業者16社が集まって，青喜怒トンネノレ

海底部分鐸さく専門の新会社をつくる16社1

社案， 16社のJV (共毘企擦体)

1社案， 2社JV索， 3社JV索， 4社J

等の案が考えられた。これらを賞任体制，

総工能力，技術力の結集， 1主検負担の分散等

の諸点について比較検討した結果，結局各工

3社JV案に決定された。

(3) 通常の土木工事においては，

るのに指名競争方式によるのが公屈

の普通の方式である。しかし青函トンネル海

底部の工事においては，実繋の譜負契約締結

は全体工事を一度に契約しないで，公閣の予

算に応じて1年半から2年経度の期開の部分

工事に分割して契約することとなる。そこで

みで、億格競争を持わせ，その落札

者にあとの大部分の工事を施工さぜることは

会正妥当なものとはいえないし，当初の部分

な嫡格で落札される翠念がある。

したがって指名競争契約方式ではなく翻意契

約方式によることとした。若手工区2組の共同

企業体から全体工事について工期7年として

ごとの単揺を記載した見積書を提出

d-l全て， これを審査し詩負染者を選定するこ

ととなった。なお， この見襲単価に掠束力主ど

もたせないと妥当でない見積りが行われるお

それがあるのマ，務分工事契約のつど，この

見積挙i活を基礎として愛金，物備の変動およ

び技術革新等による変更を加味して， この単

価安修正して適用するものとした19)J。

公組織は，長銀の変化の方向性ならび

の椙笈作用と鐸心女形成する外務政治と外部経

済の絹のやに君子在しているG 社会的錨恒と罷連

他者の価値の変化は公組織の機能目標と合法性

を変化させる。

公組織のタスク

及ぼす。公組織は変化をそ子瀕するためにそ

境を分析できなければならず，そして社会政策

とその変化安理解するためには，社会政策の主

要な行為者および関連他殺である諾組織の外部

政治と外部経済の分析が必饗である。

IV内部政治20)

公組織の舟部政治とは，権限とパワーの構造

であり，そのような構遂に制度記された支援的

額錨・目標・気風も含まれる。公組織の行政幹

部に与えられたドメイシのフトブシ認ンの範閥は

19)足立 (1972)，pp. 135-136. 

20) ワムズレイ&ザノレド (1973a)，pp.57-71議会照。
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私組織に比して，法令，立法府，行政大綱等に

よって限定されている。しかし，法令はあいま

いかつ不完全であり極めて複雑であるために，

公組織が政治機能を発揮するための余地があ

る。また公組織の行政幹部がその気風および目

標と一体化し，長期の存続・成長・威信等に関

心を払うようになるにつれて，彼等は単なる命

令の実行者以上のものになる。一般に公組織は

社会的価値を追求Lているために，行政幹部は

当該公組織を高度の価値を具体化するものとし

てとらえる。

公組織の行政幹部が，存続・成長および適応

を確保するために遂行する主要な政治機能には

次の4つがある。①組織目標とミヅションの定

義ならびに解釈，②環境の監視・適応のための

境界連結単位の開発，③凝集性の維持と， 目標

の追求のためのエリートの募集と社会化，④内

部経済の監視，その経済とドメインないし目標

との適合性の維持。しかし， これらの機能がう

まくし、かないことがしばしばある。例えば，行

政幹部聞の目標コンセンサスが完全であること

はまれであり，適切な境界連結単位はしばしば

設定されなし、。エリートの社会化はいつも不完

全でしかなく，内部経済はしばしば不充分にし

か監視されない。行政幹部がこれら機能を果た

せるかどうかは，次の6次元によって表示され

る内部政治の構造に規定される。 (1)政治的文化

(2)目標コンセンサス， (3)権限の統一，仏)下位単

位のパワー・パターン， (5)下位単位の要求の集

積と表明ならびにコンフリクト解消ノミターン，

(6)リーダーシップ継承・幹部募集・社会化。

以下これら6次元について説明を加える。

1 政治的文化

組織の政治的文化とは，パワーの目的・手段

についての規範を反映したものである。それは

一般に，法令・行政大綱等として書式化されて

いるが，必ずしも書式化されているとは限らな

い。この政治文化は，①組織がその様々な成員

からどの程度の時間・エネノレギー・コミ y トメ

ントを期待でき，成員はそれに対し如何なる報

酬を期待できるのか，すなわちインセンティブ

の交換のタイプを規定する。もちろん， これは

①組織の全般的方向ならびに内部経済に直接影

響を及ぼす，②組織幹部ならびに成員の自由裁

量と意思決定責任の幅を規定する，③組織と関

連他者との関係を規定する，④組織とその下位

集団の， ドメイン，顧客クソレープ，技術等につ

いての関心聞と無関心圏を特定化する，等の機

能を果す。

2 目標コンセンサス

公組織の行政幹部の聞で組織の目的ないし方

向性について完全な統ーがみられることはまれ

である。さらに公組織は外部政治の影響から分

裂し易し、。しかし通常は，独自の価値観を有し

外部行為者によって支持された支配派が存在す

る。公組織には次のような発生源の党派主義が

よくみられる O ①自己の勢力拡張をはかろうと

する下位単位の存在，②法令のあいまい性，③

外部行為者の影響力，④募集と社会化の相違に

よるエリート幹部の異質性，⑤広範な地域にわ

たる活動，複雑であいまいなタスク等。

3 権限の統一

公組織によっては， 目標コンセンサスはみら

れるが，単一の長ならびに命令系統を持たず，

権限構造が分裂しているものがある。評議会や

委員会は，徒党主義，連合パターン，複数目標

の追求等を助長する組織構造である。議会のき

まぐれや偶然によって一緒にされ単なる機能の

集積でしかない公組織もある。このような公組

織の権限パターンは「ばらばらの連合」である

ことが多い。

4 下位単位のパワー・パターン

下位単位ないし部門は，通常タスク達成の異
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表 3 国鉄の労働組合

(58:4' 4 Jl 2日現主主〉

労 韓議 長豆 d臼L 結成年月日 組合員数

経司 室長 うザ 霊童 組 会〈閤労〉 22. 6. 5 223，400人

思議実動力.労働組合(勤労) 26. 5. 23 40，宮00

欽 滋 労 {激 総 合〈泰央 労) 43. 10. 20 38，500 

~~怒欽主義霊堂労働組合〈会室長労) 46. 4. 27 2，500 

全国鉄滋カ務労働総合連合会〈全動~) 49. 3. 31 2，900 

主豆 ぷ問》、 Eミ 計 30宮，400

波信組合災計は，表やの総令以外の組合に長室する殺を会主to

(2) 滋労及び勤労を主総評系であり，鉄労は問盟系である。

出所: 運輸省豪華 (1984)，参考資料， p・5.

なる殴標や路面に霊安任を食っているので，それ

ぞれ異なるパワーと関心を限額させる。下位単

位のパワーの大きさは，お組織図標達成へのそ

の不可欠性， φ組畿内および霊界とのコミュニ
ケイションの鍛街]可能性，さむ情報への接近可能

性窃その接触している関連総務から

に規定される。

5 喪求の集積・表現とコンブヲグト解消

パターン

下位滋位・下級メンパ-.組織幹部等の要求

の表嬰バターンは，組織ごとに異なる。要求自

体の多くは，経済約註質のもので、あるが，その

終審・表明パターンは内部政治を反映したもの

である。この要求の表明パターンが鍔題になる

のはそれが組織の方針・目標・ドメインを形成

し，組織の変化に対する反応や，散対者，競合

者，内部圧力に対する脆弱性，ならびに組織の

存続能力を決定するからである。

表務とコンブジグト解消パタ…ンは，下色之条陪

のアイデンディティーと凝室長性，認知d

苦情表現の費用と龍益に依存している。公

組機によっては，労働組合が存在しストライ d干

の脅威に軍部しているものもあれば，非公式の

しかないものもある。また下級メンバ

ーの器心があまりにも分散し寸ぎたり，

表現の費用があまりにも高すぎて，成長の要求

・不王子・あるいはコンフリグトが表面化しない

公級織もある。

戦後の醤鉄の労働組合は昭和22王手に企業

関連合体としての国鉄労働組合が絡成され，

その後，欝鉄労機組合を母体に細胞分裂し，

34年に悶鉄労機者労組， 44金利こ鉄道労組， 46 

主ドに全器施設労綴， 49年に金調動力家労働議

会会がそれぞれ結成・改名され今日に監って

いる2D。このうち国労の駿童話的組合である「密

鉄労組工築地方施設協議会J(略称「工事協J)

は，公開設立に対して彦 運輸省や関鉄が揮の

行政機関としての立場上反対できないでいた

昭和38年~39年にかけて，工芸審議組合員の雷

欽からの切り離しにつながる公団発足に反対

して組織的な政治行動を展開した220

公開には，設立i笥もない昭和39年6月に本

部および10支部(設立時は7支部)で構成さ

れる淳一連合体としての「日本鉄道建設公器

21)斉藤 (1978)，pp. 88-90参照。

22)工事協25年史綴然委員会(1976)，pp. 255-259 
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労働組合」が結成されている。中央執行部は

委員長(専従)，副委員長，書記長(専従)

の3役および4名の中央執行委員によって構

成され，組合の運営が行われている23)。

公組織に下級メシパーの要求を処理する能力

があるか否か，および下位単位のコンフリグト

解消能力を有しているか否かは，組織の方針と

存続に重要な影響を及ぼす。

6 リーダーシップ継承・幹部募集・社会

化

行政幹部の構造(任命権および解雇・昇進お

よび配置換えの基準)は，公組織の外部政治に

よって規定されることが多いが，それでも公組

織に自由裁量の余地は残る。そして，行政幹部

の統一性と凝集性の主要な決定要因である。一

見外部任命にみえるトップ・リーダーの任命も，

内部諸力を反映した既定のパターンであること

が多い。 トップ・リーダーの任命は，組織幹部

と関連他者の双方の期待を満足させるものでな

ければならなし、。この継承パターンには，①行

政幹部の中から 1人を後継者として選抜し訓練

する(皇太子制)，②対立する党派の妥協ない

し釣合をとって選抜する，③組織外部で不満を

抱く主権者がその代理人を送り込んでくる，等

さまざまな形態がある。

行政幹部の募集と社会化も公組織ごとに一定

のパターンをとっている。

国鉄では昭和57年までは本社採用学士制度

を採用してきた。 57年度の本社採用学士の内

訳は事務系17名，技術系44名で，管理局毎に

採用する地方採用学士は365名であった。本

社採用学士は画一的に入社約6年で地方管理

局の課長に，入社約13年で地方管理局の部長

に昇進していた24)。

23) 日本鉄道建設公団十年史編さん委員会(1974)，
p.302参照。

24)有賀 (1984)，p. 108参照。

公団設立時に国鉄から移籍した行政幹部の

多くは， この本社採用学士であった。

V 内部経済25)

公組織も，私組織同様，予算制約があり関連

他者によってそのアウトプットが評価されるか

ぎり，効率の最大化に努めなければならなし、。

古典派および新古典派の公的管理論の主たる関

心は， この効率の追求すなわち内部経済の側面

であった。しかし，それらの研究には政治的要

素と経済的要素の区分についての関心，ならび

にタスクや技術の分析が欠如していた。

1 技術コアのバッファリング

公組織も，私組織同様， タスグ達成を妨げる

政治的・経済的な環境不確実要因から技術コア

を保護しようとする。この政治的・経済的な環

境不確実性要因比一定かつノレーティン状態を

撹乱するものであり，タスク達成を妨害するも

のである。

技術コアを環境不確実性要因から保護し効率

を高めるためには 3つの方法がある。

第1の方法は，①材料購買操作・製品在庫操

作等によるインプ γ ト・フローとアウトプット

・フローの平準化・標準化，②需要の変動に対

処した活動をとるための予測，③機械設備の定

期的修理によるメインテナンヘ④技術職員の

慎重な採用とOJTによる同質的技術訓練など

を進めることである。

第2の方法は，組織の管轄区域と機能を極め

て重要な不確実性要因を包含するように拡張す

ることである。患者を監視・コントロールする

ために，すなわち不確実性要因に対処するため

に患者を入院させる麻薬治療病院がこの例とし

て挙げられる。

25) ワムズレイ&ザルド (1973a)，pp. 71-82参
照。
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内部経済を保護する第3の方法は，当該組織

の顧客を拡大することである。標準的技術を多

くの人々に適用せんとする公組織は，現在の負

荷プラス将来の成長をも考慮した新設備を導入

し，かなりのスラックを有していることがよく

みられる。このようなスラックは，敵対する公

組織にとっては誘惑物であり，同様に顧客の拡

大を計画している公組織にとっては当惑させる

ものになり，一般的には当該公組織の機能の多

様化をはかることにより処理される。

しかし， このようにしても，全ての公組織が

技術コアを保護できるわけではない。技術コア

を保護できない公組織は，規模の経済ならびに

(職員・プログラム・設備等の)専門化の利益

を失うことになり，高い調整コストを惹起する

ことになる。

2 タスグ構造

タスグ構造とは，組織のタスク達成のための

下位単位と役割の相互作用のことであり，次の

3つのタイプに大別される技術によって大きく

規定される。

①連合型技術(ある活動がそれに先行する活

動に依存し，それがまた次の活動を規定する:

陸軍基本訓練センター，国税庁， C 1 Aなど)

②仲介型技術(相互依存的な顧客，受益者の結

合:社会保障機関，全米労使関係委員会など)

③集約型技術(対象を変形するために，多様

な技術が総合的に利用されなければならない:

刑務所，精神病院，士官学校， 日本鉄道建設公

団，国鉄工事局など)集約型技術は個別受注生

産のそれである。例えば，病院においては救急

事故の発生は医者，薬局，心理療法等のサービ

スとX線，実験室，家事， ホテノレ，サーピス等

特定の集約的組合せを必要とするが， このうち

のどれがいつ必要かは患者の状態によって決ま

る。同様に，建設業においてはいかなる技術が

どんな順序で必要とされるかは，建設される構

造物の性質と状況(地形，風土，天候など)に

よって決まる26)。

青函ト γネルの先進導坑の掘削にあたって

はr3ウェイ工法」が採用されている。これ
は岩石圧縮強度が 400~500 kg/cm2以上の

地盤にはTBM(トシネノレ・ボーリング・マ

シン)，軟い地盤ではロード・ヘッダを掘削

機として用い，場合によっては従来の発破工

法による方法である。そこで地質に応じてこ

れら3工法のいずれでも採用できるよう掘

削機械 (TBM，ロード・ヘッダ， ドリノレジ

ャンボ)および付帯設備(ずり積機，トレンロ

ーダ〕をスイッチャブノレに設計している27)。

建設業のチーム研究は多様な科学的・技術的

スキノレを有する人々によって試みられるが，

どんなスキノレの人々をどんな順序で組合せる

かは定義される問題によって決まってくる。

青函トンネノレで開発された技術ないしイノヴ

ェイションである①先進導坑の掘削，②注入

工法，③先進ボーリ γグ，④セメントの吹付

は，それぞれの問題ごとに，表4および図6

に示されるような多様な科学的・技術的スキ

ルを有する研究組織を組合せて進められたも

のである。

しかし， タスク構造は図6の技術だけでなく

さらに次の要因によっても規定される。

(1) 活動の範囲

国鉄は， ①旅客輸送(新幹線・在来線)， 

②荷物輸送，③貨物輸送，④船舶輸送，⑤自

動車輸送，⑥新幹線建設，在来線の複線化・

複々線化工事，等の活動を進めている。一方，

公団は国鉄の建設局から分離独立したことに

より，鉄道新線の建設とその貸付・譲渡とい

うより狭い範聞の活動を行っている。

(2) 地理的分散

公団の鉄道新線の建設工事は沖縄県を除く

26) トンプソン (1967)，pp. 17-18参照。
27)北村・梅宮 (1973). 
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苦笑 4 4子稜謁査研究機関

機関名{委 !'a 長 i関係者i類関 13 的その他

事苦言語トンネル技術 1Itl 総 裁 石附 葬送!遂事最後・建設守護・ 142年可 i驚溺トンネル掘削上の問題点
翻査委民会 国鉄・学識経験 I(地質調査，先進ボーリング，

者 注入，掘削毒事)の解明を行

70 
向上ボーリング毒事， ~t:大名誉教授 徐々 保主義 1*…リング関係 142年-1前方議室電の予知方法としての
門部会 学識経験務 先進ボーリングの後零化を図

津軽海峡線輸送設 i副 総 裁石i潟 実 j国鉄・公悶 147塁手~
備委員会

向上分科会

オベレーシ司ン I)U;:.kft oa *" l::! ;.n:::tff ~".t... I I議鉄・公団 147年~Il海峡線部長問111 釜次
線 設11
電 気 I'電気部袋小野文様
資函トンネJレこたほ i埼玉大令長岡本舜.:::1ゑ木学会 1461j!.-
委員会 i 

翻トンネル注入 i鉄脚鱗樋口芳朗|公団日本化学 146年~
材料害毒気会 日鉄セメント

務iiffiトンネ }vj主水
工法委災会

イシ q 公団・若手底総工 147年~
毒事企業体

海峡文献調査委桑 1:東大教授 八十島緩之助 i学職緩験翁I39~手~
ぷ入
第ミ

青函トンネ1レ先送!地震鰯査研究所河内英幸 iボーリング技部tt148年~
ボーリング検討会者

青~トンネル物理
探笈委員会

津軽海峡関口苦手議

調査委員会
青雲母トンネJ吋泡質

報会会

{換気その他)

(測 鐙〉

京大教授設住永三郎 j家 大 1471j!.-

北大名誉教授芥上査一 i北大・3主涼工大 145年~

北大名畿教授佐々 係縫 47年~

国鉄技研 I391j!.-

総 王製 践 13華字~

松内屡)1 .京火教授丹羽義次 1Jj( 大 I45if.-

(劣化試験) 国鉄技研 146年~

出所立主主鉄道建設公団十年史綴さん委員会 (1974)，p. 250. 

る。
(1)輸送方式にともなう設僚に
関する考察項 (2)保守設線lこ関
する事項 (3)トンネルの名目

的手IJJ誌にともなう設鱗に関ず
る家項 (4)その他殺傷に関す
る必要事項を認資研究する。

輸送方式，保守対策委軌道，
排水設備，換気設俊治よび信
手手・電気設倣毒事の検討をする。
潟圧濁水下での絞待券の土圧
解祈念行ない，穣工の総合的

設計を行う。
高在意水をともなう滋盤の.!I:水
織強に滅したLWプラウトお
よび鶏松内層lこ透した非綾子
慾ブラウト毒事の開発を行う。
浅入作業の能率化合図かるた
め，同読書削孔，同草寺注入等の

技術開発を行う。
海底トンネル綴剤lこ関する海
外の種々の技術を知るために
滋外文献の検鈴を行う。
先進水平ボ…リング技術の向
上のために現場校綴苦言による

検討を実施する。
前方泌質の採遂のため地震探
査と震直気探変を実施する。
官憲滋トンネル掘削lこともなう
漁業iこま付る影響を調査すも
先進;f，…リング，地紫スケッ

チ喜多から先立7地質の縫定を怒
月実施する。
褒エゴンタワートの爾潟水位
iこ関する研究および閲苦笑後の
霞気設鋳等の問題点の解明念
行う。
洋経滋絞の渡海事尊重を災施し

基測点の溺還を笑施ずる。
蒸松内層の各種物除試機事祈
念行い，施工法の検討に役立

てる。
信号，電気設織の長火トンネ
ル内の震設潟水i主主撃を解明する。
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図 6 公団で行われる試験・研究業務の流れ

国鉄鉄道

技術研究所
会

カ

学

協

メ

大

全国にわたっている。青函トンネノレ建設のた

めの組織の地理的分散は次のようである。海

峡線部は東京，青函建設局は函館，竜飛鉄道

建設所は青森県東津軽郡三厩村，吉岡鉄道建

設所は北海道松前郡福島町に，それぞれ所在

L竜飛鉄道建設所と吉岡鉄道建設所との聞は

24kmあり，急流渦巻く津軽海峡によって隔て

られている。

(3) 部門聞の相互依存関係

組織は統合コストを最少にするように職位・

職務等をグループ化して部門を設計する。この

部門の相互依存関係は技術と環境の関数であ

り， (i)集積型 (pooled)，(ii)連鎖型 (seque-

ntial)， (iii)交互型 (reciprocal)の3つに類

型化される。集積型の相互依存関係とは個々の

部門が全体に独立している状況，連鎖型とはあ

る部門のアウトプットが他の部門のインプット

になる状況，交互型とはある部門のアウトプッ

トが他の部門のインプットになり， またその逆

にもなる状況である28) (図7参照)。

3 資源配分と報酬システム

予算ならびに会計システムは，内部経済内で

28) トンプソン (196の， pp. 54-55参照。

公団
音E 外

遺書

41/ 

図 T 部門間の相互依存関係

(i)集積型囚 回 回

(ii)連鎖型回一一→回一一一回

(iii)交互型囚←一一回←ー→囚

出所:モリス (1982)，p. 163より作成。

の資源配分の手段である。ウィノレダフスキーは

予算は契約当事者に相互の義務と統制を課す

行動契約であると述べている。このような観点

に立てば，予算と会計システムは，効率的なタ

スク達成に必要な活動と協力を維持するのに不

可欠のメカニズムである。会計システムには，

内部経済に関心をもっ組織幹部に効率，有効性

・下位単位比較等の趨勢を示すデータが記録さ

れている。もし新規の重要なタスグを与えられ

た部門で、予想もしない高い費用が発生したとす

る。このことは，当該タスクの遂行方法を大き

く変更する必要性，あるいは，一層多くの資源

配分を伴なう新戦略を展開する必要性を意味し
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ている。当該部門が他部門と交互型の相互依存

関係にある場合には会計情報は特に重要とな

る。資源配分は内部経済の重要な部分であり，

伝統的慣習，集団間駆引，組織幹部の新しい機

会の認知，等の関数である。

「公団の予算は毎事業年度事業計画および

資金計画とともに作成され，当該事業年度の

開始前に運輸大臣の認可を受けて成立する。

ただし，事前に運輸大臣は大蔵大臣と協議し

なければならない。国の予算にあっては，暫

定予算ならびに補正予算の制度があるが，公

団にはこのような制度はない。したがって，

年度当初の予算を変更する必要がしばしば生

ずるが，その場合もそのつど運輸大臣の認可

を受けなければならない。この場合において

も前記大蔵大臣との協議が必要である」。

「予算の内容は，予算総則と収入・支出予算

とからなる。前者は文字通り予算の総則を定

めたもので，①収入・支出の予算総額，②予

算の流用および繰越の制限，@借入金・鉄道

建設債券の限度額と繰越し，④債務負担行為，

⑤収入の増加する範囲内を限度として予算の

変更のための認可を受けることなく支出予算

を増加することができる弾力条項を主な内容

としている。収入・支出予算および債務負担

行為については，次のとおりである。

(a) 収入・支出予算

収入予算は，公団が事業を行うにあたって

所要資金となるもので，出資金，借入金，鉄

道建設債券，補給金，補助金，貸付収入，譲

渡収入，開発者負担金その他からなる。支出

予算は，鉄道施設等の建設費，管理費，借入

金等の利子・償還金等の業務外支出その他か

らなる。

(b) 債務負担行為

公図が事業を推進するにあたり，その年度

の予算を実施するだけでなく，翌年度以降に

またがって経費の支出の原因となる行為を行

う必要が生じる場合がある。つまり，工事工

程上長年月を要する長大トンネノレ(青函トン

ネノレはその典型)の工事を契約する場合とか，

翌年度当初に必要とする資材の調達を本年度

中に契約をする場合等である。このような場

合には単年度予算主義では対処できないため

その緩和措置として債務負担行為の制度があ

る。期限は当該年度も含めた4年間で，その

限度額は予算総則に定められることになって

いる。

支出予算の実行の円滑化を図るために公団

施行規則は運用特例を設け弾力性をもたせて

いる。すなわち，予備費，流用，繰越しの制

度等がそれであるおlJ。

公団の決算方法は次のようである。 r公団
法第27条は，一事業年度が終了した時，財産

目録，貸借対照表および損益計算書を作成し

これに事業報告書と予算の区分にしたがって

作成した決算報告書を添え運輸大臣の承認を

受けなければならないと規定する。つまり，

公団の経理は企業会計的な会計手続が用いら

れているため決算にさいし財務諸表が作成さ

れていることはいうまでもないが，一方で予

算制度を採る関係上，予算の執行結果を明ら

かにする決算も行わねばならないのである。

この二重決算の制度は公企業の決算における

特色であり，公団もその例外ではなし、。

また，いま一つの特色として利益および損

失の取扱い方法がある。つまり，公団法第28

条は，毎事業年度，損益計算において利益を

生じたときは繰り越した損失をうめ， さらに

残る額は国庫に納付しなければならないと規

定している。これは，公団が全国鉄道交通網

の整備を目的とする公共的使命を持つ法人で

あり，利潤の追求を目的とするものでないこ

とによる釦lJ。

公団予算の担当事務局は計画部計画課であ

る。翌年度予算の要求と当該年度予算の執行

29) 日本鉄道建設公団十年史編さん委員会(1974)，
pp. 308-309. 
30) 日本鉄道建設公団十年史編さん委員会α974)，
p. 313. 
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は，次のようにして行われている。

「翌年度予算の要求は 6月の長期計画策

定から始まり 8月末締切へ向けての運輸省

説明 9月， 10月の大蔵省理財局，同主計局

説明を終え， 12月下旬の内示を待ちます。こ

の11月には二度目の長期計画を策定します。

12月に内示が出ると復活要求に入りますが，

この1週間前後は徹夜で資料要求に応じる態

勢を取ります。何度かの復活折衝を経て概算

決定，すなわち1月からの国会に上程される

来年度政府予算が決まるのは，年も押し迫つ

ての12月30日頃です。御用納めを迎えるのは

その後です。

年が明けると，予算の認可申請手続が始ま

ります。これは概算決定をもとにさらに詳細

な説明を求められるもので 3月末までの運

輸省，大蔵省説明は概算要求同様，多くの資

料づくりに追われます。

こうして， ょうやミ新年度の予算が運輸大

臣に認可されると，いよいよ予算の執行が行

われます。限られた予算をどの様に優先的に

配分していくかという重要かつ轍密な作業で

あるため，個々の件名から地道に積みあげた

数字と，諸般の事情を勘案して配賦すること

になります。各支社，局等は， こうして年度

初めに配賦された予算の枠内で工事等を進め

ていくわけです。また，年度末までにはいろ

いろ状況の変化があり，予算に過不足を生じ

てきます。これを再度調整しなおす一連の作

業が決算見込みといわれるもので，毎年8月

と12月頃に行います。予算の執行が終われば，

補助金の使用状況の報告等，様々な法的手続

のための資料整備を行うことになります30J。

内部経済内では，報償は業績を向上させるよ

うに配分される。報償にはシンボリッグなもの，

金銭的なもの，あるいは非金銭的なものと様々

31)以上の記述は， 日本鉄道建設公団編『鉄道公

団だより』における辻秀紀氏の「計画部」に
よる。

なものがあり，それらが充足する欲求もまた多

様である。

「公団職員の給与は，すべて一般職の国家

公務員の給与に準じて支給される。基本給は

俸給と扶養手当に区分され，俸給表は職務の

複雑，困難，責任の度合により 1等給から8

等給までとし， 1等給は参与， 2等給は参事，

3等給は副参事 4等給は主査 5等給は主

事 6等給は主事補 7等給は副主事 8等

級は副主事補に分類されている。諸手当は管

理職手当，特殊勤務手当(坑内作業，青函ト

ンネノレ作業，高所作業等の各手当)，超過勤務

手当，夜勤手当，宿日直手当，期末手当，寒

冷地手当，石炭手当及び通勤手当に分類され

支給される32)J。

さらに公団総裁は， I表彰規定33)Jにより次

の各号に該当する役職員叉はその団体に対し

て部内での表彰や褒賞を行っている。①危険

を顧みず身をていして職責を完遂した場合，

②業務上有益な発明，考案又は顕著な改良を

なし，事業に貢献した場合，③勤務成績が特

に優秀で他の模範として推奨に値する場合，

④永年勤続し，勤務成績が優秀である場合，

等。例えば，札幌支社が発足以来， (中略)直

轄による青函トンネノレ調査工事など他支社と

異なった繁忙業務を無事遂行し又は継続して

いることに対し昭和39年12月総裁から団体褒

賞を受けた。

内部経済の変更は，大きな内部の政治闘争の

主たる源泉であり，組織一環境関係を根本的に

変革することにもなる。したがって公組織の内

部経済は，組織の他の局面との相互作用のなか

でとらえられ， より詳細な分析が必要である。

32) 1"日本鉄道建設公団法施行規則」より。

33) 1"日本鉄道建設公団表彰規定」より。



1984.12 青函トシネノレ建設の組織論的研究(2) 小島 27 (307) 

z、国鉄によ~計画と調査(昭和21年

-38年)

I プロローグ

津軽海峡の連絡航路は，明治2年に北海道開

拓使が置かれると同時に開設された。しかし鉄

道連絡船としての歴史は，明治41年の国鉄によ

る比羅夫丸の就航からである。国鉄はその後船

の大型化と増船を繰り返し，輸送需要に対処し

てきた。昭和14年頃に至ると，当事の軍事上お

よび経済上の見地からこの津軽海峡を陸続きの

トンネルで結ぼうとする構想が鉄道省幹線調査

室において議論されるようになった。しかし計

画がペーパープランから実地調査の段階に移っ

た昭和14年9月，第2次世界大戦が勃発し計画

は立ち消えとなった。

この第2次世界大戦が敗戦で終わる昭和20年

7月，米軍の空襲によって，当時就航していた

12隻の青函連絡船のほとんどが撃沈され，旅客

52名が死亡し職員336名が殉職する大惨事が発

生し，北海道は一時孤立状態に陥った。

一方日本は敗戦により海外植民地の全てを失

い，残ったのは荒廃した本州，北海道，九州，

四国の4島のみとなった。国はこの国土の復興

にあたって，他の3島よりも人口密度が低くか

っ未開発資源の豊富な北海道を重点的に開発せ

んとした。

運輸省鉄道総局は，以上のような空襲による

青函連絡船の全滅や北海道開発に伴なう輸送需

要の見地から青函トンネル建設の必要性を再認

識し計画に着手したのである300

昭和21年2月26日，運輸省鉄道総局の施設局

長室において r津軽海峡連絡隆道調査法打合
会議」という名の調査委員会が設けられた。

34)鹿島・熊谷・鉄建・青函ずい道工事共同企業体
(1976)， p. 1参照。

出席者は，本社の施設局長，線路課長，工事課

長と関係技官，盛岡地方施設部長，札幌地方施

設部長，等である。会議では，今までの図上研

究の結果および工事上の問題点，今後調査する

事柄が審議され，昭和21年度早々には，公式の

津軽海峡連絡隆道調査委員会を設置することが

決定されている。また今後の作業分担として，

現地踏査，ノレート選定・設計，工事計画，予算，

輸送量調査などは本省で，地形・中心測定，ボ

ーリングは盛岡と札幌の両地方施設部で，三角

および渡海水準測定は水路部への委託，陸上踏

査による地質調査は北海道大学等への委話5海

底弾性波による地質調査は日本物探株式会社へ

の請負， 等で行うことが決められているお〕。

図 8 運輸省組織一覧(昭和21年2月1日現在〉
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出所:日本国有鉄道(1974)，p.57より作成。

35) 1"桑原弥寿雄の思い出と遺稿」刊行委員会
(1982)， pp. 36-38参照。
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昭和21年度に入ると委員会は正式に発足し

委員長には施設局長がなり，委員は関係各

課長(妓密課長・工事課長・線路課長)と技官

句会中心に構成され，必要に応じて渉外室技官，

鉄道技術研究所第二部試験課長・技色総務局

総務課長，業務局総務課長，電気局無謀諜長，

札幌および盛間滞池方施設議長が参加した〈罰

8 。以上のように委員会は専ら鉄議総局の

施設局の内部な中心に組識され，後述する緩和

30年2月に設置された「津軽海峡連絡ずい遊技

のように，罰鉄念体さらには外

部の専門家をも包括ずるものでは必ずしもなか

つ

第1

月7EI， 

は4Y:l24 B，第2

3盟委員会は8月27EI，そ

は11月13EIと聞かれており，

6 

4 

ピッチで調査計器の詰めが行われている。当時

運輸省がトンネノレ許劃の雄進にかなりカを入れ

ていたことが窺える

いては，表5

なおこの委員会では，

連合議総司令部 (GHQ)の認承な受けて実施

るとの方針が確認されている。

図 9 烹/レ…トと務ノレート

出所:箆長告訴ヲ α号S2)，p. 19. 

36) i第1
記録j議会娘。

当初 Jレートとして，図91こ示すように， 下

して大関崎から汐隊員事に盗る東ノレ

トと，津軽半島を経由して稔飛崎から護鳥吉

るggノレートの 2Jレートが考会えられて

いた。海底部の距離札束ルートが20極，間/レ

ート23知と大差はなし、。しかし，下北半島の北

岸には，課~ 260 mから 270mの艇長い海谷が

海岸線とほぼ逆行に刻み込まれており， 270m

以上の深さの海底な掘削する必要がある。この

ため，控上の取付部分を合わせた東/レートのト

ンネノレ総怒長は密/レートに上として著しく長く

なると考えられる。また東ル…トは那須火出帝

し火Luの影響も予想され，技術的に無理

ることが判明し， このノレートは，除外され

た初。さらに，腎森や関鎧を通らない東ノレート

には，政治的な問題もあったようである。した

がって，合岡…震との間町大体この辺を還

すという了解の下に，調査が進められたのであ

る38)。

明東]221ド8Y:1から12月にわたる札幌地方施設

部によって担当された三議・福島経由の閥査は

次のような厳しい予算制約の下に実施されてい

た。 rヌド省よりの指示予算の内示がなく作業の
しい影響が出ていた。しかるに10月末

に75万円の予算の内示があり，その範囲内で認

していたところ11月中旬に至って予算

は60万丹と指定されてきた総Jo1努ボーすング
を始めたところは，予算がないので他の工事局で

残った金を譲り受けて掘闘していた。

わると『あした鵬る金はありますか』と

るのが担当者のお課であった40)リという o

f昭和22年， GHQの許可を受けて41) 海上

37)伊崎 (1963)議会照。

38)仁杉 (1983)，p. 7参照。
39) 滋輸省宇L~発地方施設郊 (1947)， pp. 9-10. 
40) ii設予言葉寺務JJ(北海遊)， 1983年1月2討す。
41)設さ7沼津軽務淡海絡霊童遂認至霊祭員会〈昭和22匁

11月14討の打合会議記録には次のような記述
がみられる。

渉外言葉族国技Iiならび

に多義援交技官務向 GHQtこ街頭， 口
頭説明〈グラブトシヱ毛〉
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表 5 津軽海U~連絡隊道調査委員会開催経過

昭和年月日 名 手生 議 題

21. 4. 24 第1回委員会 経過地問題，地質問題，地質調査，測量，輸送量調

査，委員・幹事及び嘱託の選定，調査予算，その他

21. 6. 7 第2回委員会 現地踏査説明，当分の具体的調査法

21. 8. 20 第3回委員会 現地踏査説明，津軽海峡連絡隆道計画調査説明書

21. 11. 13 第4回委員会 第2田地質踏査報告，試錐ならびに弾性j皮式地質調

査用船舶および水中測深儀について，関係委員現地

派遣の件

21. 12. 19 第5回委員会 現況報告(地質調査関係，水中測深儀の準備，試錐

器機の整備，施工用電力，引用水，作業員宿営等の

計画，関係委員現地派遣の計画)

22. 1. 14 第6回委員会 住置調査報告

22. 1. 20 臨時打合会 経過報告

22. 7. 11 第7回委員会 現地に於ける調査進行状況報告，進駐軍関係事項結

果報告，予算関係打合

22. 7. 16 臨時打合会 現地に於ける調査進行状況報告，進駐軍関係打合結

果報告，今後の調査続行計画，海上物理探鉱に関す

る打合

22. 8. 13 第8回委員会 調査戴包が決議される

22. 8. 22 現地打合会 函館および調査船建泰丸における 8月22日・ 23日の

両日

22. 12. 8 第9回委員会 調査結果報告(本省，盛岡ならびに札幌担当官)，調

査進行状況の報告，今後の調査実施計画

23. 2. 17 第10回委員会 昭和23年度調査計画(予算および工程表)決定

24. 2. 15 第11回委員会 昭和23年度調査報告(席上，報告書配布される)

出所:運輸省鉄道総局施設局。946-1949)より作成。
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保安庁の調査船建泰丸が，また23年には同じく い帯のような鞍部であった。

第5海洋丸が，この西ノレートの水深を精密に測 こうして調査委員会は i竜飛一吉岡の西ノレ

った。 23年には津軽海峡ではじめての弾性波探 ートは最深部でも 140メートノレ，地形上青函ト

査による地質調査も行われ IF海峡の底には， ンネノレの掘削はできる。」という結論をだした

古生層はなく， 2000万年前の第3紀層のみであ のである。

る。』という海峡調査史上記念すべき結論を出 しかし，昭和24年6月1日，国鉄は公共企業

しているのである。割れ目が少なく水を通しに

くい第3紀層の方がトンネノレは掘りやすい。あ

とはトンネル道を探りあてるだけとなった。と

ころが水深調査の結果，西ルートにも水深340

メートルという深い落し穴があることが明らか

になったのである。トンネルの掘削ルートがど

うしても馬の背のようにつながらない。 i東も

西もダメか。J，i海底の掘削は無理か。」調査は

暗礁に乗り上げ調査委員会にもやや絶望の色が

濃くなってきた。そこで昭和24年11月，第5海

洋丸による最後の津軽海峡調査が行われること

になった。この調査の結果が思わしくなければ

青函トンネルの夢はついに実現しないものとさ

れた。目的はひとつ一海底で北海道と本州をつ

なぐ水深 140メートノレ以内の鞍部を捜すことで

あった。 200トンあまりの木造船第5海洋丸は

波にもまれながら白神ー竜飛聞の海面をはい回

り，船底から超音波を発信し海底からはね返っ

てくる時間で，深さを測る音響測深を繰り返し

た。そして2週間に及ぶ調査でついにその鞍部

を発見したのである。この鞍部つまり海底の隆

起しているところは 140メートルより深くなら

なかったのである。それはトンネノレ掘削可能地

点がそこにあることを示していた。発見された

道は馬の背のように少し盛り上って少し東よ

りに曲線を措くようになってつながっている浅

8月25日 正式文書GHQに提出
9月10日 GHQより条件付認承書受く
10月7日 極東海軍司令部に藤田技官，桑原技

官出頭， 口頭説明了解
10月17日 無線課長CTS出頭，小沢技官随行

す極東海軍司令部認承書を要すと
の回答あり

10月19日 海軍総局海務課猪口技官を経て文書
を極東海軍司令部に提出す

10月23日 バード参謀長に説明
11月10日 極東海軍司令部の認承書を受く

体となり独立採算制に切り変った。 GHQは，
「敗戦国日本に世界ーのトンネノレなどもっての

ほか。J， i占領体制の中の日本で， 莫大な費用

を食う青函トンネノレなどという不急の調査はま

かりならぬ。」 としてトンネノレ中止命令をだし

たのである。 GHQの圧力は厳しかった。施設

局の技術者たちが調査許可をもらいにGHQに

通っても，ただ冷たくはねつけられるだけであ

った。若い技術者たちもちりぢりになり，集め

られた貴重な資料は国鉄の書庫の片スミに追い

やられ，忘れ去られてしまうことになる42)J。

この調査が中止されている間，北大によって

北海道側の松前福島地方が改めて調査されたり

従前の成果が再検討されるなどして，陸上部の

地質や岩石性状の概要が判明してきた。しかし

海底部にまで調査は及んでいなかった仰。

11 洞爺丸事件

しかし，講和条約の発効(昭和27年4月28日)

や戦争により消耗した鉄道の回復に伴い再びこ

の計画が浮び上ってきた。

昭和27年8月，国鉄本社に建設部が新設され

そこで調査再開が計画された。同年10月には，

初の打ち合せが，建設部長の下で行われ，再開

後の調査方針が決められている。

昭和28年4月，非公式の第1回津軽・本四連

絡鉄道調査委員会が，同年6月に第2回委員会

が聞かれて，輸送量調査とともに具体的な地質

調査計画が審議された44)。これに基づいて，育

42)黒沢 (1983)，pp. 84-86. 
43)佐々 (1969)，p. 72参照。
44) r-桑原弥寿雄の思い出と遺稿」刊行委員会。982)，p. 39参照。
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図 10 青函間想定輸送量
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(注) 昭和45年に於ける輸送量の想定は，同年に於ける総人口が 1億に達する
ものとし，北海道開発による産業規模，交通機関利用率の上昇及び道外
向け貨物の国鉄負担割合を考慮して算出した。

出所:日本国有鉄道 (1954)，p. 37. 

函聞の輸送量は次のように分析・推定された。

昭和28年度の年間上り旅客は105万人，上り貨

物は252万ト γであった。しかるに北海道の人

口ならびに産業規模の推移を考慮した45年にお

ける輸送量(上り)は年間旅客198万人，貨物

390万トンと推定している。国鉄は， このよう

な輸送需要推計から， 40年以降は青函輸送は逼

迫し，輸送能力を越えることは確実であると結

論づけているの(図10)。

昭和28年8月1日， 国鉄は青函トンネノレの建

設は可能であるとの腹を固め，これを鉄道建設

審議会に諮問した。また同年の第16回国会は，

「青森県三厩付近より北海道渡島福島附近に至

る鉄道J'a:'鉄道敷設法予定線に追加した。これ
により幻の青函トンネノレは何れは開通するとい

う見込がついたのである。

一方国鉄は， 津軽海峡のトンネノレが， 技術

上，更には経済性の面をも加味して果して可能

かについて問題を紋るとともに，詳細な海底地

45)日本国有鉄道 (1954)，p. 30参照。

質図を作成することを当面の目標とした。

陸上では吉岡側に試錘が下され(吉岡2号，

360m) ， また3カ年(昭和28，29， 30年)継

続して海峡部の弾性波探査が行われた。その結

果，海底部の予定ルートの深度には基盤の古

生層が引っかからず，第3紀層だけがこれを占

めることが判明した。さらにこの昭和28年，水

産大学の海鷹丸によって12点の海底岩石がドレ

ッジされ， ょうやく調査は水域の主舞台に入っ

た46)。

たまたまこの昭和29年9月26日夜，台風15号

によって洞爺丸をはじめ青函連絡船十勝丸・日

高丸・北見丸の4隻，貨物船第11青函丸1隻が

一夜にして沈没し，あわせて旅客1094名，職員

353名の計1447名の死亡者を出した未曽有の海

難事故が起った47)。

この洞爺丸事件から2週間後の10月9日，内

閣総理大臣の諮問機関である北海道開発庁開発

46)佐々 (1969)，p. 73参照。

47)坂本 (1983)，pp. 117-204参照。
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審議会の黒淳会長をはじめ，田中北海道知事，

蒔田北海道議会長らが，石井運輸大臣，長崎国鉄

総裁と会見し，青函トンネノレ建設促進と青函連

絡復旧に関する次のような建議書を採出した。

1. 青函連絡復旧に関する件， 15号台風は本

道開発以来の惨事であり，本道の被害総額は，

460億円に上り，寒期の到来を前に災害復旧は

寸刻を争うので， (中略)早急に応急対策をた

て輸送増強に特別の措置を講ぜられたい。

1. 青函トンネノレ建設に関する件，青函トン

ネルの実現は本道総合開発上緊急案件として考

えられていたものであり，今回の洞爺丸事件に

よる道民ならびに本道に往来する国民の社会的

不安を除去するためにも， トンネノレは抜本的事

業としてその実現促進に適切な措置を講ぜ、られ

たい48)。

昭和29年11月には，北海道開発審議会は，青

函トンネルの建設促進ならびに基本調査実施に

関する検討を開始した。以後，青函トンネノレに

関する調査検討は，国鉄はもちろん，運輸省，

開発庁，北海道などの関係官庁や東北各県，あ

るいは自民党北海道，東北の両開発委員会等に

おいて盛んに行われるようになったω口

これらの動きは，翌昭和30年度の国鉄予算の

中に生かされた。すなわち29年度の調査費が，

1680万円であったのに対し， 30年度のそれは一

躍5248万に増加された。

洞爺丸事件から5ヶ月目の昭和30年2月，国

鉄本社内に津軽海峡連絡ずい道技術調査委員会

が設置された。委員会は，委員長，委員および

幹事で構成され，次に示すように国鉄の組織あ

げての体制となっている50)。

委員長副総裁

委員総裁室理事，技師長，運転局長，施

設局長，電気局長，工作局長，建設

部長，鉄道技術研究所長

幹事総裁の命ずる調査役，総裁の命ずる

48) ~北海道新聞J]， 1954年10月10日付。
49)青函トンネノレ建設期成会 (1966)， pp. 48-49 

参照。
50)日本国有鉄道 (1955)参照。

技師長付職員，運転局保安課長，施

設局計画課長，電気局電化課長，工

作局工場課長，建設部計画課長，総

裁の命ずる鉄道技術研究所次長

委員会の組織は図11に示す通りである。

図11 津軽海峡連絡ずい道技術調査委員会

委員会

(委員長l名、委員8名、幹事8名)

専門部会:①地質部会

(主査1名、特別委貝10名、委員 5名)

専門部会:②施工部会

(主査1名、特別委員13名、委員4名)

(注) 特別委員等の数は昭和30年2月当時の
ものである。

出所:内部資料より作成。

幹事9名による幹事会は連絡ずい道の計画に

必要な技術的事項の調整にあたった。なお委員

会には専門部会として地質部会と施工部会の2

つが設けられた。このうち地質部会の特別委員

には水底ずい道の調査に関し深い学識経験を有

する部外の権威者が参加した。例えば， 日本の

海洋地質研究の草分けである新野弘東京水産大

学教授，海峡の海底地形図作成にあたった須田

院次海上保安庁水産部長，地質調査を戦後から

今日まで一貫して続け青函トンネノレのための掘

削技術・地質対策などに重要なアドパイスを行

ってきた佐々保雄北海道大学教授などがいた。

一方，施工部会の特別委員には平山復二郎元国

鉄建設局長をはじめとする旧鉄道関係者が参加

した。両専門部会は海峡調査の重要事項につい

て審議検討を行い，その結果は，随時委員会そ

して国鉄総裁に報告された(津軽海峡連絡ずい

道技術調査委員会の開催経過等については表6

参照)。

まず，調査の基本となる海底地形図の作成が
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表 6 海峡連絡鉄道技術調査委員会開催経過(津軽海峡連絡ずい道技術調査委員会〉

;λ 委員会 幹事会 合門部同会専 施工 部地 会質 議 題 審 議 概 要部会

30年 第1回 第l回 専門部会の記置につ 地質・施工の両部会を設置。ず、い道の計画上必要な

2月25日 いて 技術的諸事項の調整にあたるため幹事会設置。
。 第1回 専門部会主査，特別 地質・施工両部会とも主査は高原建設部長，特別委
3月25日 委員代表の推薦，特 員代表は施工部会は平山復二郎特別委員，地質部会

別委員の追加推薦 は広田孝一特別委員をそれぞれ推薦。

'" 第l回 地質調査について 昭和29年度までの調査報告，今后の調査基本事項に
3月25日

ついて審議。

'" 第2回 ずい道計画上の問題 想定輸送量を審議し(1)勾配，半径 (2)電化 (3)軌道
4月20日

点について 構造 (4)保守作業 (5)完成后の換気等の問題点につ

いて関係局で原案作成の上更に審議する。

イシ 第1回 施工部会の研究方針 水底ずい道の資料を集め，海底炭坑の実情を調査し

4月26日 について 理在までに分かっている地質図に基〈トンネルの平

面及び縦断を想定して施工法を逐次研究する。
。 第2回 昭和30年度実施の地 調査項目としては)海底地形測量 (2)海底底質採取

4月27日 質調査について (3)ボーリング(陸上) (4)弾性波試験 (5)地上踏査

(6)放射能探査(7)海底写真を決め具体的方法，時機

について詳細審議。
。 第2回 プラン・プロフィル 各種のプラン・プロ71ル案についての施工法の検討

6月20日 案について と地質調査に対する要望事項として(1)断層の性状，

規模 (2)湧水量， ~勇水圧について特に調査を希望。|

'" 第3回 勾配および断面につ 宰引屯数は1，100tとし最急勾配はl.3%(EHI0単機

7月15日 いて 又は22%(E H 10重連)断面は複線断面が最も望ま

しいが施工上或は工費の点に難点があれば単線2本

も止むを得ない。
。 第3回 工期および工費につ 13弱案と22詣案について工期工費の検討の結果1396;

7月15日 いて に比して22%の方が約10krnず‘い道延長が短かくな岳

ので22漏案を有利とし，断面は複線断面として計画

を進める。

イ少 第2回 現地視察 海底地形測量，海底底質採取(ドレッジ)海底写真
i 8~月150 日日 等の現場視察

'" 第3回 9月20日迄の調査結 9月20日現在迄に完了した地質調査特にドレッジの

9月26日 果について 成果より海底地質について検討。

'" 第4回 工費および工費の再 地質部会からの報告に基づく地質図により従来から

9月27日 検討，中関結論 研究していた平面，縦断および工期，工費を再検討

し，現在の技術で掘さく可能との結論に達した。
。 地質施工岡部会より 工期10年，工費 600億円と推定されるとの結論が出

[0月19日 の報告(第1回) た。

31年 第4回 地質調査の綜合成果 昭和30年度実施の各種地質調査の検討と次年度の調

1月18日 検討 査方針。

2月20日 巧霊智高?苦言ひ・結論 従来の各部会，幹事会の結論。

33年 第3回 従来の経過報告，昭 昭和33年度調査方法を検討すると共に，新たに明石

9月25日 和33年度調査計画の 海峡・鳴門海峡についての調査の経過と本年度調査

検討 について審議。

寄14勾月三16日 総裁逮策9号で本四連絡鉄道を含めて海峡連絡鉄道技術調査委員会と改組，専門部会はず、い道，橋りょうの2部会となる。
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表 6

じλ
合問主事
合ず門総部い滋書会事
ずいi草 機号よ

委員会 議 題 主審 官談 統 要
内部会 部会 う部会

LlI ~事 1 自 専門部会の設震について ずい滋，縫りょう潟専門部会の終別委員後藤

第1図 従来の調査毅告，Ilf:l 津軽海峡および本間連絡に雲寺する今までの資料を取

3fJ278 和34年度の調査員tfi霊 まとめ援ls，昭和34if度の繍笈方法iこ関して祭綴寺
検討をtrう。

20  総l図 Ue!羽34年E愛護警賓の~ 沼手034年度童書遂の具体的爽施計図決定

5m8日 体的方法，主主入試験

絞采幸官僚
。 2事2題 事撃緩海絞の1fi皮主事3霊 現地視察后，今后の認3立方法を去最善す
8fJ12B および注入試験の現

湯浅望書
ク 第2!!!l 本四i車室長鉄道現地復察 Z発地視察。総和34然主主本混迷絡鉄道義語{系調査や間報
10月238 ま寄与ょうの設計施工 告。綴りょうの設計総工のための調査方針の審議

のための認遂について

35年 第3主主 昭和34年度調遊報告 津軽海毒素の音波探笈{第l次)による成果および金

9月218 緩和35if皮鋳査災施 盤~Ü護注入試験の施工事害領について

言欄 鉄道府鴻擦に関する研究方法について

英仏海線連絡鉄遂に

ついて

36i手 多喜4図 昭和35年度調査事霊祭 吊t議機祭実草案の>p薦議後。橋りょう上部構造につい
7月68 昭務36年度災施計画 ての検討。凍給試験，金断言5注入試験戎果報告につ

について いて。潜水綴雪養成楽について

" 。品質検討会}
菅波探筆記(第2次)Iこ 菅お波よ探び査今后(第の滋2次賀)誠資による従来の断層， 地質の修整

9fJ23廷 よる地質義理笈報告 の方針を検討審議

" 第1溺 今年皮迄の風向.E主主主 滋向・浪速の垂直分布状況の調査方法，航行総舶の
10月68 綴言語銀銭宇高Jレート 露連ま室等今月まの調査方法について検討および耐震議設計

の調査方法について の資料をとるため地震計{強霊童館設援の方法を検

現地震度灘:a:について 討

今滋の調査方針につ

いて

37if. 言語3図 2式綴坑揺さく計額iこ 試掘主主の位E室主主よび延長等について論議会ずなされた
l月26設 ついで 陸上

ポーリングについて

" 務2回 ずい道施工専門部会 i事経詩手狭試扱綴3霊該の検討にあたるため新iこずい滋
5fJ30B の殺援について 施工専門部会を設置することとなった。
。 第l倒 津軽海紋連絡会歩道調 主幹軽海紋漆絡鉄五重5議室の緩)設及び滋況を幸義弘今后

S月30緩 交の経過と渓滋溺]t の溺涯の進め方について論議がなされた。

の進ぬ方について

k 
合均等
会内ず部iい湾線送会
ずい滋
施部ずい会滋工
緩号よ

委員会 議 題 審 主義 緩 善幸
門部会 部会 う部会

37>手 綴1回 .rb地入繍鱗果について 部会の進め方を論議し，止水注入試験終果

10Fl24B 部会の進め111ごついて 報告がなされた。
。 第21ID 試掘坑の務遂の2臨め 議主堀坑のf支援および*1撲についてj議長5約に
12月20B ガ及び綴模 言問および昔話飛隊遂において災施すること

とし，具体約方法について診今後笈lこ検討

して決めることとなった。

38年 第2関 地重n潟笈報告 地質童書蚕報告及び試掘調査計鐙の苦手綴を行

llfJ29日 試掘調3霊祭鐙 った。

3諮問u 第3周 宮司室主経i益そのfむ

問所:受章設局のぬ2築資料。
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海上保安庁水路部に委託して実施された。これ

は当時として(現在でも)調査面積の広さとそ

の程度 (2万分のlで2mコンターのもの)か

らいっても高水準をいくものであった。地形測

量は海上の場合，音響測深器による水深測量と

位置測定によって行われる。本調査の位置測定

にあたっては，電波位相差測定器(英国デッカ

社製)が我国で初めて使用された。このように

して昭和30年に海底地形図(等深線図)が作成
されている51)。

国鉄札幌工事局函館工事区津軽海峡地質調査

事務所には，竜飛と吉岡の陸上部のボーリング

により採取されたコアや海峡の海底部からドレ

ッジングにより採取されたコアが，蚕棚のよう

に組まれた棚の中の木枠に納められていた。黒

松内層，八雲層，流紋岩，訓逢層，安山岩など

の標示がしてある木枠の中から1つ1つコアを

取り出し，色，硬度，粒度，条痕，風化度，含有

化石，構成鉱物など，あらゆる点を調査し，陸

上部の調査で判明しているデータと比較され

た。以上のようにLて，海底部の地層分布状況

の大勢が解明され，翌昭和31年春には津軽海峡

の海底地質図の原図がほぼ完成した52)。

昭和31年5月，津軽海峡連絡ずい道技術調査

委員会は，十河国鉄総裁に対して次のような内

容の中問答申を行った。Ii津軽海峡西口には良

好な第3紀層が連続しており，最も懸念されて

いた海峡中央部の凹みは海底火山の墳火口では

なく，単なる浸蝕の海釜であり，また中央部の

最も若い地底も黒松内層で，最も若い未固結の

瀬棚層はルート上には存在しない。』ことが確

かめられた。

この調査結果に基づいて，次のような青函ト

ンネノレの掘削計画が設定された。海底部は約

22.5kmでトンネノレの総延長は約36.5kmとする。

まず初めに海底部に先進導坑を進める。その際

地質不良箇所にはセメントの注入を行うことに

より，特に新規な工法は用いない。工期は10年

51)持田 (1973)参照。

52)黒沢 (1983)，pp. 76-77参照。

以内で，工費は付帯工事を含め約600億円とす

る。最終的な計画と具体的な施工法を決定する

ために，地質の細部の構造と個々の断層の位置

と性状を明らかにするとともに，試験的に立坑

を掘削する必要がある。

なおこの委員会は，昭和34年1月，本四連絡

架橋の技術調査も審議することになり，専門部

会として，ずい道，橋りょうの2部会がおかれ

た。昭和37年7月にはずい道施工部会が追加さ

れた。

III 建設促進の動きと国鉄の対応

洞爺丸事件を契機として，青画トンネノレ建設

に対する政府，国鉄への働きかけは次のように

非常に活発なものになった。

昭和32年4月の国会対策委員会で，社会党と

自民党の共同で r青函トンネノレ建設促進決議
案」が可決された。さらに 5月の第26回衆議

院本会議において「青函ずい道実現に関する決

議」が行われるに至った。

この昭和32年8月に行われた第36回全国都道

府県議会議長会定例会において「北海道・青森

間海底トンネノレ着工ならびに東北地方の鉄道輸

送の強化促進についての決議」が行われ直ちに

政府に提出された。

また昭和32年10月には，北海道商工会議所連

合会を中心とする企業経済団体による「青函ト

ンネノレ建設促進期成会」が発足した53)。

建設促進活動の中心となった北海道開発庁北

海道開発審議会54)の黒津酉蔵会長は， この間の

経過を次のように述べている。

53)青函トンネル建設期成会 (1966)， p. 49参照。

54)北海道開発審議会は北海道開発法によって設け
られた国の審議機関であり，委員は内閣総理大
庄が任命する。政府の審議会の多くが役所の御
用機関であるのに対し，北海道開発審議会はこ
れとは異なり，第1の権限が「開発計画に関す
る重要事項」についての建議権，第2が諮問権
とする特殊な審議会である。 r開発計画に関す
る重要事項」が何であるかの規定はなく， これ
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「北海道総会開発第2次6カ年計画 (sB和33

年度一昭和37年度〉のなかに，青函トンネノレを

なんとしてもおえたく，

黙に張り努りました。昭和32年9凡 官津軽海

峡連絡ずい道建設促進に関する建議』は確かに

額識的なものでした。少くとも

2次5ヶ年計盤(昭翁j37年度末〉ゃにやっても

らおうではないかという点で、は全く

しました。国鉄当局もまんざやらではないという

のです。

2次5ヶ年計瞬書の中には，鉄道の項で，

F育関連総については輸送の充実とその強化を

はかる』と L、うだけしか欝き込めず，結局，調

査線に議入するためにも鵠査費電ど計上してもら

い， こちら側も大いに泣論を譲りとげる以外に

ないということで我f憂しました。そのかわり，

鷲ヱを前提とした継続講査にするという一札は

とりつけました。もちろん，潜工の時期はえと海

道鵠発の述疫に会わぜてという…キしを向こうに

も与えました。

この建議を足がかりに，

トンネノレ

関を求めることにして，

解してもらいました。さらに運輸省等の関係者

受話いて事情を調べました。工事の前に童書査線

に編入する必要があるということが判り，努力

尽襟きどここに据えました

軽海峡線~調設線に編入したのは，昭和36年 5

月であった〉。

このような状抵の中で関鉄は切れ目なく

を開始した。昭和33年度1078万円，昭和34年

度5623万円，詔和35年度3964万円，昭和36年度

6439万円昭和37年援を4848万Rという

は審議会自らが決めうること℃あり，考え方に
よっては北海送開発に鈎ずるものは全℃繁議会
が，独践の調査機会もっと解釈することもでき
る。ぐこのように極めて包括的な権限含有する北

E議室生にとっては強カな言語カ
的関連総務の一つであった。 熱海 (1975)，
p. 52， p. 483参照。なお，北海滋開発審議会
の所議事務，委員等については，行政管'遼Jr編
(1983)， pp.均一80参照。
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2次5ヶ年計闘の簡にやる気になればいつでも

着工できるとL、う体習をとるところになった。

北海遊詩発審議会は，照和36年12J3には?津

軽海峡ずい道建設についての建議』

私昭和37年8丹22日には F青闘すまし

、ての礎製』をそれぞれ政府に提出して

追いうち ました。

それでもなかなか安心できません。潟査，

の繰り返し，百年絞ってもまた調資』とい

う非難が出総めたのも当然です。調査費も

一退きと繰りi返し，東北廃発捻進協議会や墜北開

発審議会の青翻トンネノレ促進の決議・建議も自

民党北海道開発委員会の庄力も通じまぜん。

昭和38年から始った第2鏡北海道総会開発言十

嵐(詔和初年慶一昭和45年度)のなかに

連絡ずい道建設の接選』とL、う項目

に加わり， ょうやくー表前進したわけです。

2紫北海道醸発計画会つくるときに開発庁

は運輸省，陣鉄と相当つつ込んだ話はしていま

す。当時の間鉄当局は，確かに青函トンネルは

必要で、あろうと言ってくれました。しかし，東海

ります。とても

とにかく東京オヲンピ γ ク

1で.次には5000鍛

というのがあ

トンネルぎで、手は怒りかね

るとL、うわけです。また爵鉄内部には青函の

ほかにヌドチ11-開国連絡の大仕事もあり，舗鉄の
予算では『新線建設費』の中に育iAiトンネルの

ているに試いるんですが，

機か65銭円資罷と本純一割問開に使うのはせ

いぜい5 という謡で、した55)J。

医鉄が青鴎トゾネノレ

f津軽海峡には断層

していたのは

し現在の技術では育

函トンネノレなど揺れるものではない。」とする

リーダ…シッブにも起因

していたようである。 r十河は， ft那トンネノシ
掘削を担当した鉄道省、経理懇長で、あったとき，

湯水の如く金を使うトンネノレ工事の難しさを体

55)蒸津 (1脅75)，pp.450ω451， pp.568ω569. 



1事84.12 資~ト γ ネル裏金設の委設綴論的研究(2) 小王寺 37 (317) 

で知っていた加。Jとされる。

fこのため霞鉄は，建設促進の動きには次の

ような解容さど繰り返していた。~東海道新幹線

トンネノレは採算がとれないし，

よる輸送方法は船も斧壁もまだ

まだ余力がある。それに北海道開発の主震度とに

らみ合わ宅金て着工すべきで，

行させるわけには参らないJ

トンネノレさと先

これには議初乗り った運輸省も躍ってし

まいました。運輸省、は初め背断トンネ

部を専門につくって懇和38年震からでも始めた

いという考えでした。ぞれの資金は北海道東北

続発公庫からも出そう，詫間資金も動員しよう，

変通公法も考えようとすこぶる熱心でしたG

くきびしい鶏査は，技術的に可能だ

ということでした。すると際鉄はなぜやらぬか

というところに追いつめられてしまう O 私共も

幾度かここまでは追い込み愛した。 しかし，政

府が特に押さないうえに独立採算制

つかって，いっとはなしに停とんしてしまうん

です。

北海道開発審議会は，昭和37年9月

い議特別議員会さと設け，国会， 鱈鉄，運輸省方

認の尻合諾分たたきました。国会'ê'~土道選出の

議長が相談して特別立法令出そうという話にま

で進み，鰐発審議会としては少し行き過ぎだと

いわれるほどやったもんです。鵠会議員の方だ

って『ありや行~進ぎだ』と池田総潔が悲鳴を

るほどやりまくりました。こうしてようや

くパイロ γ トトンネル，鱗査坑の試穏にこ

ける見透しがつきました57)Jo 

IV 精査と施工法研究

海峡連絡鉄道技術調査委員会民 トンネノレの

試験工事を開始することを承認したが，

っかぬまま調査だけは継続された。

56)内後 (1979)，pp. 86-88， 黒沢 (1983)，
pp. 100-101 委主然。
57)泉淳 (1吉75)，p. 57， p. 56仏

謹上部では昭和34年，航空写真に議づいて

以前よりもより精密な地形図 (1/2500)が作成

された。またこの時議北大によって断層毅査を

中心とした地費調査が行われた。さらに，

道側8本と本州側3;2ドのボ-9ングが試みら

れ，各務序の岩石が採取された。このように韓

上部の調査は，木工事てど隠擦にした精査の段階

に入っ

海E支部については次の通りである。そ

アメリカを中心として海寵池田の探資

した。それらのうち，青

密トンネルの調査に適している菅波探査(水中

る電極関のスパークの資授宅ピ利用する探

が昭和34年と36年(蒋課主主)に，アメザ

カの龍王長会社に三委託して実施された。この方法

海威函を含む海裁下の地j努または地質構造

による境界関が連続的に捉えられるため，

構造の解析に非常に有効であったと怒れる5930

この諦査結果は，ドレヅジ資料とともに，海患の

地震，岩石の分布，際慧や摺曲の定に設立'0，

先の3年の地紫欝査結果は著しく修整された。

また昭和33年には北大の「くろしおE努jにボ

ーリング機が装備され海議ボ… Pングが試みら

れたほか，翌年から2年継総して，東海サノレベ

}ジ株式会社の鉄筒式ボ…リング機による

が吉岡~rþで試みられているO また問主i:の豆潜水

「自鯨号Jによる海底観察もこの年苛われ，

その観察結菜はほぼこれまでの諮査結果を確認

るものであった。その後も，火成岩の海底露

査のための海中磁気諜査や陸上部のボ…予ング

が追加的に実施された。

この間..火III岩そのものか， 語うるいは火山岩

片主主含む凝FJ(岩かの暫定のB5l難であった海峡南

部において，磯気探ヨをや， さらにドレッジング

(60地点〉が試みられている。また昭和35年に

の航窓機影が持われ，浅海域の地禁

解明v.こ役立てられた60)。

58)徐々 (1969)参熊0

59)持問。絡め参照。

60) 佐々 (1969) 暴露照。
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苦笑 7 津軽海峡調蕊経過〈昭和21年一38年〉

調資方法 日 自ヲ 昭和21年 総和22苦手 昭和23年 昭和24fF.昭和28年 昭和29年 昭和初年

経 滋賀調査及び将

幹野 湾'1/2問・500 主ト審ー議寸開 間)|地 上 繍査測蕊 米の工事計溺の

形 部 基礎資料とする 1/2・500
澱 詩事 総質調草壁及び)!t 成幸子海図

滋 底 後響潟主義 ート選定上の基 乍三五ク |精 調4i
告B 礎資料

踏 査
会般の地質構巡 続 査 務 査

経 と媛序の調査 トーベ

上
書雪Ff:の確認と併 竜飛1号 (ωOm) 竜君主(225号0) 震設費3電-7号

ボーリング せてj薄氷，断綴 ;吉岡崎附 I
告F 破砕状況の調査

吉岡2毎J(360)I関l)吉ト岡(3ー岨4→号) l 
弾性波式 第三紀緩と火山 ニ稼働滋飛滋上概要 苦言問隙近 i ぎi潟 3 号~.総

岩の分布及び要事 1-----111 b-I --t 
競 五銭 さの爾査 (除中央部)

鶴中湾?央や部 i 吉〈東野il?西中会般のえきお分布 i 電飛沖i 
海 を総べ地質機造
ドレヅジ

の概擦を捻泌す 12地点 36地点 1. 932j也点
質

る 1---;11 111 
菜室統的に話器底下

底 後波探査 の地質穣造断面

図を得る

番苦
浅沢ボ…リング

ボーリング lこて海底地質の

告B 確認(1.5百総勝

磁気探査 火山主告の分布状

3変
(海中} 鯵の謁登

音波探査喜多の鏑

潜水観察 主主総祭の確認

語審流長期!泌総ボーリング

海気象 のための資料を

鋭 沼『 収集ナる

|各種地質に対す

施
主主人E妥結 るさ注入止水法を

陸上の類似捻霊安

工
試 草案 の{毘所iこで実験

務究する

関
議事筑注入 海底浪人を行い

止水主義a:研究す
の
試 験 9 

海底下いかなる遍

長売
トンネルヱ 質条伶iこでもトン

ネル掘遂を可能な

究
らしめるためリモ

設の研究 ートコントロー}V¥:よ
る工法を続究ずる
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表 7 (統~)

昭和31年 昭和32ip. 昭和33苦手 昭和34年 昭和35年 昭和36年 昭和37年 昭和38若手 成 受ミ 概 要

事高偏差岡芸F付近
i 治写言寄F李半総空真島i 種事 溺口実事選

海峡榊山側)地形図
海燦綾1/2・500 完成:

1/1・000
事設費電一綴島隠 1/20・000
2mコンタ一等深線図宛成

層 序 尾望 1喜ξ
断i春宮層経概学議e習草事l 津厳選緩書精急手査墨書 1/10・000地質図完成

議松内総務11縫弱々序決言宗

(310.270.140.260. 北海滋11m 本:J.N側 北海道綴l本 本;'~I綴(津軽)72ド(1 .930m)
300) 8 本 2 ヨド 柄小f{腕本 北話器滋Jl!H苦労閲)4ズド

(1.210必
31地点 陸上告書 苦言飛 を間関皮切之lこiiI!:

吉岡附近 免iニ6加害総務了

資飛怨IJ 300m-50Om間関で2011点

68総点 主主霊堂採取完了し，地霊堂分者E
図作製

28測線 42溺線 海峡会域で28滅線延長

(3.09km) 208km実施，地索図作製

27地点 くろしお券 北海部剣 北海滋磁1本 沈霞式試錐機により27総点

試作試験 1 ヨド ヨド:HIJl!U12ド1:"1.51経度のボーリングを

111 | し，長愛犬80c綴のコア を得点

総海上4450言1臨語暴ぷ謀

白線号 他の方法による認査絡築と

17測線 整会的であった

15日巻m~a
録式，3ケ所

終松内議菱 溺棚屡，主義松内総および安

謀議繍勝 J糊滋別i) ul殺のH患焚についてボー
オーマトウベツ リング子しにより透水皮，浅

{渡島大野}i 安山主きi 入量，J1::設立効果iこ認する資
(竜完走) 料を?努た

安 ul 岩

{八森)
資料鰯査及び総怒の務究を

行った。

防所:畏ヌド悶有量失滋 (1970)および終a(1973) より作成。
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関12 トンネルルート地質絞婆縦断預図

400m 

2αB 

。

-200 

ホ400

本州 1f 海底綴 北海途方

仁コI'l'草堂 筋 堅議議護繍騒 Eコi中積 5警 区3日f露出勝
亙豆事苦期安出絞殺 震ヨ線級内緩 亡コ食生綴

(gJ波紋をき類 震雪 λ き言 語 立ヨ地壌境界

宇治層 区tJ玄互主務類 院ヨ滋 層

古期(号量殺}宮島UI岩重責 壁:n古期安山岩綴 自ヨ拘斜綾

関上京露支持Jい広域 @]関上器援の多い庶綾 E日背事号 事告
区豆議i緩壇

lAiI福山葱

F雪記号は断綴女王去し， 数三子治;小さいほど断j綴毅擦は大きい。

出所:福島町 (1982)，p. 24. 

一方，施工研究として注入11::水工法の瑛場試

験が試みられた。津軽海峡のトンネノレノレートの

最深部は140mもあり，海底部23kmのうちの

80%以上は水深50m以上である。したがって過

去の関門トンネルで採用された圧気ケーソン

工法は議用できず，設還のはi岳;ト γネノレと同様

の方式でしか摺商Ijは不可能である。 1左京こ海底ト

γネルであり，湯水の供給源は然~良大であり香

水設き坑等による誘水処理も関難である。した

がって， トソネル掘離の鍵は.1，

を止めるかに関ってくるのである。昭和33年

から4年間にわたって，当時開発されていた注

と主主入材料に濁して次のような試験が試

みられた61l。

まず惑和33年に渡島大野におい く軟弱な

に対する在入試験が行われた。次いで

34年に渡島当別?とおいて黒松内層への，および

竜飛において火山帯類への注入試験がそれぞれ

られた。さらに初年とお年には秋田県人森

において海底への註入試験が襲施された52L こ

61)持回 (1号83)参照。
62)佐々 (1972)参照。

れら一連の研究の結果より，、予想るされるトンネ

ル湧水はセメントと水ガラス系の撮和剤の注入

で、もって充分11::水できること， およびパノレグ

ヘッドは約20mあればよいことが明らかとなっ

た。

上

表 8 注水試験結果と注入震との関係

5 

10-20 

30 

40 

5 

1~2 3.000 

上住所:悶本塁言語ぎ鉄道 (1合70)，p.26. 

100-200 

500-600 

しかし，以上のような種々の方法で海総・睦

ぎなかった。したがって，工事施工に必要な

直接的な調査や研究を持うことは不可能℃あ

り，調授や研究の成果も余り望めなし

っていた。そこで，現地において海底に達する
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斜坑を掘削し， トンネルの地質・断層その他の ルを建設することによって国民の国鉄への信頼

工学的性状を調査するとともに，現実の地質に を回復する必要に迫られていたのである。

注入しより確かな注入工法を開発することが期 第2に，ニーズに対応する独自能力が国鉄に

待されるようになった63)。 蓄積されていたことである。国鉄は昭和9年に

一方，昭和34年から35年にかけて，全断面ト 丹那トンネノレを，昭和19年には関門トンネノレ66)

ンネノレボーリングマシンを用いた無人掘削工法 をそれぞれ難工事の末完成させている。この鉄

の研究も実施されている。 道土木工事の水準の高さは当時世界を睦目させ

以上説明してきた国鉄による青函ト γネノレの

計画と調査の経過は，表7のようにまとめられ

る。

V 分析

以上，昭和21年から38年までの国鉄による青

函トンネルの調査経過と， これを取り巻く様々

な外部関連他者の行動を論述してきた。

ここで，公組織としての国鉄が， この世紀の

大規模プロジェクトを単なる構想ないし夢にと

どめることなし調査坑の試掘にまで推進する

ことができた理由について考察してみたい。

第1に，青函トンネノレ計画には， 国鉄事業遂

行上の明白なニーズが存在したことである。調

査が開始・推進された当時の国鉄には r国鉄
は国の動脈である刊。」という価値および「青函

トンネノレを掘削しないと， 国鉄全体が駄目にな

る65)oJという危機意識が溢れていたとされる。

昭和21年7月13日・ 14日の米軍の大空襲は青函

連絡船(客船4隻，貨物船8隻，計12隻)を全

滅させた。その結果青函輸送力は極度に逼迫し

た。さらに，昭和29年9月26日の台風15号によ

り洞爺丸をはじめ青函連絡船十勝丸・日高丸・

北見丸の4隻，貨物船第11青函丸1隻が一夜に

して沈没し旅客1094名，職員 353名の計1447名

が死亡した。これらの惨事は，北海道民ならび

に北海道に往来する国民の国鉄への信頼を根底

から揺るがすものであった。国鉄は青函トンネ

63)持田 (1983)参照。

64)日本国有鉄道 (1974)付録参照。

65)篠原武司元総裁との関取調査より。

るものであったとされる。特に関門ト γネル建

設によって獲得した国鉄技術陣の有形・無形の

経営資源(掘削技術・自信など〉が青函トンネ

ルを計画させる駆動力となったとされる。例

えば，青函トンネノレの百メートノレの土被りの算

定は， 10 メートノレ ~18 メートノレの土被りで難

渋した関門トンネノレ工事の経験が生かされてい

る。またこの調査段階で改良されたセメント注

入技術(岩盤の割れ目や軟らかい部分にセメン

トと水ガラスの混合したものを注入し人工地盤

を作る技術)も，丹那トンネノレさらには関門ト

ンネルの工事においてすで、に不十分ながら適用

されたものである67)。

第3に， プロジェグトを一元化して統括する

ことのできる推進組織(昭和21年~24年:運輸

省鉄道総局施設局に設けられた津軽海峡連絡陵

道調査委員会，および30年~39年:国鉄本社に

設けられた津軽海峡連絡ずい道技術調査委員

会)を有していたことである。特に津軽海峡連

絡ずい道技術調査委員会は，副総裁象総裁室理

事，技師長，運転局長，施設局長，電気局長，

工作局長，建設局長，鉄道技術研究所長，等が

名を連ね，国鉄の組織あげての体制となってい

る。

第4に，組織外部から多様な経験と技術蓄積

を有する人材・組織を結集することができたこ

とである。組織がパラソスのとれた多様な視角

を保持するためには，多様な経験と技術的背景

を有する個人・集団を組織内に吸収することが

66)日本国有鉄道 (1974)，pp.269-272， pp. 334-
335参照。

67)運輸省下関地方施設部 (1949)， 山下 (1976，
1977)参照。
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不可欠となる68)。津軽海峡連絡すやい道技術調査

委員会には地質・施工の専門部会が設けられ，

その委員には大学教授などの研究者・建設会社

役員など40人余りの物理・土木工学・海洋学・

地質関係の最高の権威者が集められた。

田山利三郎は， トンネノレ掘削可能地点(伊崎

鞍部)の発見に大きな貢献を果たした。佐々保

雄は，昭和21年から青函ト γネルのための地質

調査を一貫して続け，その資料はミ佐々メモ、

として， トンネノレ掘削における技術，地質対策

にとって重要な指針となってきた印〉。

以上のような専門部会を通して， トンネノレ調

査に必要なコア技術が導入・開発されたのであ

る。

第5に，統制的な関連他者および協力的な関

連他者と絶えず情報交換を行い，その支持の確

立をはかつてきたことである。昭和21年~24年

当時の青函トンネノレ調査に関する運輸省鉄道総

局の統制的関連他者は総司令部 (GHQ)であ

った。津軽海峡連絡|捻道調査委員会は総司令部

民間運輸局 (CTS)の承認を受けつつ調査を

実施した。一方，調査が再開された昭和30年以

降の青函トンネル調査に関する国鉄の協力的関

連他者としては，運輸省および北海道開発審議

会(以上国)や青函トンネノレ建設期成会(民間)

が挙げられる。国鉄はこれら協力的関連他者

に対して毎年青函トンネルの工事計画や調査の

進捗状況を説明してきた。例えば北海道開発審

議会は，この国鉄からの情報に基づいて，政府

に対して 2度の建議(昭和32年9月および36年

12月)や要望 (37年8月)を行った70)。さらに

毎年の予算編成時(例年12月)には，調査費の

確保を運輸省・大蔵省・国会等に対して精力的

68)ホーリッジ&プラハーラッド (1981)，p. 13 
参照。組織が多様な経験や技術蓄積を有する人
材・組織を結集できることは，組織が自己革新
(セルフ・ォーガナイジシグ)するための重要
な条件の一つである。組織の自己草新の原則に
ついては，ジャンチ (1980，1981)等参照。

69)黒沢 (1983)，p. 78参照。
70)北海道開発庁20年史編集室 (1971)，pp. 370-
373参照。

に働きかけたのである。

第6に，地質調査と施工面についての技術開

発が国鉄の外部で頻発したこと，および国鉄が

積極的にそれらの技術の導入，改良をはかった

ことである。例えば，音響測深は，調査を実施

した海上保安庁水路部においても津軽海峡が最

初であった(昭和22年)。同様のことはデッカ式

無電測位計による海上位置の測定(昭和30年)，

地震探査における圧力型地震計の使用(昭和

30年)， 沈潜式海底ボーリングの採用(昭和33

年)，音波探査の技術輸入(昭和34年)等につ

いてもあてはまる7!)。一方，津軽海峡の海底地

質に類似した地層での注入材料や注入工法の開

発も行われた。

第1回津軽海峡連絡ずい道技術調査委員会(

昭和30年2月)における委員長(天坊副総裁)

の挨拶はこの点、をよく表わしている。 r視野を
広くもっていただき，国内の衆知をあつめて調

査審議をいただき，叉必要に応じて， どんどん

海外の新知識，新技術の吸収，導入をおこたら

ず真剣な努力をはらっていかれ，立派な答を出

していかれるよう，お願L、し、たすのでございま

す72)J。青函ンネノレの調査は，以上のように常に

新しい技術の導入・開発とともに推進されたの

である。

第7に，しかし長崎惣之助(昭和26年一30年)

および十河信二(昭和30年一38年)国鉄総裁の

リーダーシップは必ずしも有効に発揮されたと

はいえないようである。特に十河信二総裁は，

①彼が同時に推進していた東海道新幹線と建設

資金のニーズが競合していたこと， さらには②

トンネノレ工事の困難性を過去に経験していたこ

と等により，彼は青函トンネル建設を方向づけ

それに価値を注入する「プロジェグト・チャン

ピオン73)Jにはなりえなかった。

71)持田 (1984)参照。

72)問委員会議事録より。

73)ホーリッジ&プラハーラッド (1981)，p. 13 

参照。
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